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7図 表 一 覧

図 

15 図1 - 思春期の女の子（10～19歳） 
の人口動向と予測（単位: 百万人）、

地域別、1995年～2055年10–19)
22 図2 - 性別に基づく平等と非差別を

促進・施行・追跡調査するための現

行の法的枠組みの評価（達成度％）
(地域別)(2018年～2022年)（取得可

能な最新値）（SDG 5.1.1）

23 図3 - 不就学の子どもの数
（男女別・教育段階別）、2000年～

2023年

24 図4 - 修了率
（男女別・教育段階別）、2000年～

2023年（SDG 4.1.2）

25 図5a - 思春期の若者（10～14歳）
のうち、基礎読解力を有する者の割
合（男女別）（2017年～2023年）
（取得可能な最新値）

25 図5b - 思春期の若者（10～14歳）
のうち、基礎計算能力を有する者の
割合（男女別）（2017年～2023年）

（取得可能な最新値）

のデジタルスキル・高度なデジタル
スキル保有率（国別）(2017年～

2023年)（取得可能な最新値）

（SDG 4.4.1）
31 図8 - 思春期の若者（15～19歳）

のNEET率（男女別・地域別）(2015
年～2023年)（取得可能な最新値）

31 図9 - ユース（15～24歳） 
のNEET率（男女別・所得区分別）

(2005年～2023年)（SDG 8.6）

32 図10 - 参照週に、無償の
家事労働を最低21時間行った思春

期の若者（10～14歳）の割合（男女

別・地域別）(2015年～2023年)（入

手可能な最新値）

33 図11 - ユース（15～24歳） 
の失業率（男女別・地域別）(1995
年～2023年)（SDG 8.5.2）

34 図12 - 交際経験のある思春期の
女の子（15～19歳）で、現在/以前の

親密なパートナーから、過去12か月

間に身体的/性暴力を受けた者の割

合（国別）(2015年～2022年）（入手

可能な最新値）（SDG 5.2.1）

	 図13 - 思春期の若者（15～19歳）のう

ち、夫が妻を殴打するのは状況によって

正当化できると考える者の割合（男女
別・地域別）(2015年～2022年)（入手可

能な最新値）

	 図14 - 状況が進展している国々の思春

期の女の子（15～19歳）で、FGMの施

術を受けた者の割合（1993年～2023
年）（SDG 5.3.2）

	 図15 - ユース女性（20～24歳）で、18歳

未満で初婚または婚姻関係*にあった者

の割合（地域別）(1998年～2023年) 
(SDG 5.3.1)

	 図16 - ユース女性（20～24歳）で、18歳

未満で出産した者の割合（結婚年齢・国
別）(2019年～2023年)（入手可能な最

新値）

	 図17 - 報告年度に15歳になった思春期

の女の子で、9～14歳の間に1回でも

HPVワクチンを接種したことのある者の

割合（地域別）(2010年～2023年)
	 図18a - 思春期の出産率（15～19歳の

女の子1,000人当たりの出産数）(地域

別)(1995年～2025年) (SDG 3.7.2)
	 図18b - 思春期の出産率（10～14歳の

女の子1,000人当たりの出産数）(地域

別)(1995年～2025年) (SDG 3.7.2)
	 図19 - 必要な家族計画を近代的な方法

で行うことができている思春期の女の子
（15～19歳）の割合（地域別）(1995年～

2025年）（SDG 3.7.1）

	 図20 - 既婚の思春期の女の子（15～19
歳）で、自身の生殖に関する健康につい

て情報に基づいた意思決定が行える者
の割合（国別）(2015年～2024年）（入手

可能な最新値）（SDG 5.6.1）

	 図21 - 思春期の若者（15～19歳）の

HIVの年間新規感染者数（男女別・地域

別）(1995年～2023年）（SDG 3.3.1）
	 図22 - 貧血症状のある思春期の女の

子（15～19歳）の割合（国別）(2000年～

2010年、2011年～2023年）

（SDG2.2.3）

	 図23 - 思春期の若者（10～19歳）の低体

重者/過体重者の割合の推移（男女別・地

域別）(1995年～2022年)
	 図24 - 水汲みに費やす時間（男女別・年

齢別・国別）(2017年～2021年)（入手可

能な最新値）

	 図25 - 思春期の女の子（15～19歳）で、

直近の月経期間中に、学校・仕事・社会
活動に参加しなかった者の割合 (国別) 
(2016年～2022年) (入手可能な最新値）

	 図26 - 思春期の女の子に関連する

SDGsの目標を2030年までに達成するた

めに必要な取り組みの進捗評価を国・指

標別に示したヒートマップ

	 図27 - NEETに関するSDG 8.6.1に対す
るこれまでの進捗率の評価結果を示す散
布図（男女別）

	 図28 - NEETに関するSDG 8.6.1の目標

を達成するために必要な注力レベルの評

価結果（男女別・国別）
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15歳の女の子の平均寿命          
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表

	 表1 思春期の女の子（10～17歳）の多重

貧困の発生率（母親の教育達成度別）
(2000年～2022年)（入手可能な最新値）

	 表2 思春期の若者（15～19歳）の死因の

上位5つ (男女別) (2000年、2021年)

図・図解・表の一覧

26  図6 - 非識字のユース（15～24歳）
の数と割合（男女別）、（1995年～

2023年）

27 図7 - ユース女性（15～24歳）

*婚姻関係: 法律上は必ずしも結婚して
いるとは言えないが、事実上正式な結婚
と同等である非公式な結婚または自由
な関係を指す
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「女の子は、次の世代に続く可

能性と影響力を持つ存在です。

彼女たちは間違いなく未来の担

い手ですが、そのウェルビーイ

ングと成長を阻む大きな困難に

直面しており、そのため、彼女た

ちは可能性を最大限に発揮して

成長を加速させる力を損なわれ

ています。女の子が持つ将来へ

の可能性を認識し、数多くの取

り組みが行われた結果、女の子

を取り巻く状況は改善されてき

ました。こうした一つ一つの女の

子への投資の進捗評価は、今

後の取り組みに活かすために重

要です。本報告書の意義はそこ

にあります。本報告書では、子

どもの保護・教育・健康といった

主要分野に重点を置きながら、

女の子の権利の促進において

成し遂げられた大きな前進につ

いて掘り下げています。

また、進展は同じように進まないこと

にも留意すべきです。世界には今

も、女の子に偏った不平等の影響が

及ぶ地域があります。例えば、気候

変動に関する彼女たちの意見や、保

健サービスに対する彼女たちのニー

ズが反映されることは今も稀です。

フィジーをはじめとする太平洋地域で

は、気候変動・教育/保健のサービ

ス/リソースの利用不可・ジェンダーに

よる不平等な役割分担等の多くの問

題の影響が女の子と女性に不平等

に大きく及んでいます。コミュニティの

レジリエンスを構築する上で不可欠

なエンパワーメントとリーダーシップ

を身につける機会も著しく奪われて

います。

マラウイでは、サービスへのアクセス

が制限され、根強い社会規範のた

め、HIV感染率は思春期の女の子が

9

女の子による、女の子への序文

女の子による、女の子への序文

- Elizabeth (19歳、マラウイ)とLovanchor (20歳、パプアニューギニア)
ユニセフGlobal Girl Leaders諮問グループ(GGLAG) 
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最も高く、学校の不足・貧困・遠距離のた

めに多くの女の子が中等教育を受けられ

ないのが現状です。早すぎる結婚（児童

婚）・妊娠・月経衛生用品の不足を背景

に、欠席や中途退学率も高く、思春期の

女の子は、学校や家庭で身体的・精神的・

性的虐待等、様々な形の暴力にさらされ

ています。

女の子が可能性を最大限に発揮でき

る機会を確実に持てるようにするに

は、彼女たちへの投資を継続すること

が重要です。女の子が未来を担うこ

の世界で、あらゆる分野において平

等で公平な機会とアクセスが私たち女

の子に与えられることは、譲れない条

件です」
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「問題は深刻であり、ジェンダー
の視点が欠けた私たちの社会に
は、女の子と女性が直面する特
有の困難に対処することはできま
せん。世界中で女の子たちが家
庭内暴力・性暴力・人身取引に苦
しむなか、多くの場合、彼女たち
は保護されることも正義を与えら
れることもありません、紛争地域
では、避難生活で彼女たちは一
層弱い立場に追い込まれ、搾取
や児童婚の危険にさらされます。
女の子は制度の不備や根深い慣
習により、危険にさらされ、その声
は封じられ、将来の見えないなか
で生きています。こうした不作為
によって置き去りにされた何百万
人もの女の子に対する不平等は
変わらず続きます。

女の子の権利向上の重要性は

いくら強調してもし過ぎるという
ことはありません。

にもかかわらず、女の子たちはそ

の機会をことごとく否定されていま

す。これまでに前進は遂げられて

きたものの、その歩みにはムラが

あり不十分で、現実に障壁が存在

して事態は切迫していることを改め
て実感します。過去30年間で、世

界は女の子の教育・人権・ウェル

ビーイングの向上において著しい
進歩を遂げてきました。

しかし、それでもなお、あまりにも多く

の女の子が教育・経済的機会・基本

的なサービス・政策決定の場から排

除されたままです。私たちの前には

依然として有害なジェンダー規範・制

度的な障壁・成長し活躍するために

必要なリソースの欠如によって深め

られた不平等が存在しています。本

報告書は、政府・機関・政策立案者

が、女の子の問題に優先的に取り

組むよう、その行動を求めていま

す。最も重要なことは、彼らが私た

ちの声を聴くだけでなく、尊重し・

考慮し・その声に力を与えることで

す。女の子への投資は道義的な

責任であるだけでなく、すべての

人にとって、より公正で公平な世

界を実現する鍵なのです」

- Angelina (18歳、エクアドル)と
Lia (17歳、カナダ)
プラン・インターナショナル・

グローバル・ユース・

インフルエンサーズ

思春期の女の子への投資が触

媒となり、より先進的で、公正・

公平な社会への歩みは大きく加

速します。世界中のユースと賛

同者らが長年取り組んできた政

策と提言を行動に移す時は今で

す。女の子と子どもが誰一人取

り残されないよう、具体的な行動

を起こすべき時はまさに今で

す。一刻の猶予もありません」

思春期の女の子が、変化の恩恵を受

けるだけではなく、現在そして未来の

構築に積極的に参加している世界を

私は思い描いています。性と生殖に

関する健康(SRH)サービスを含む質

の高い医療を受けることが贅沢では

なく、当然とみなされる世界。教育が

特権ではなく権利として認められ、経

済的な機会がジェンダーによって縛ら

れない世界。

- Gauri (19歳、インド)
UN Women Generation
Equality Adolescent Girl
運営委員会

「ここ数年は目覚ましい進展が認めら

れる一方で、何百万人もの思春期の

女の子、特に社会的・経済的に困難な

状況下にあるコミュニティに属する女

の子の前には依然として、制度上の不

平等が立ちはだかり、その可能性を狭

めています。中等教育機会の制限・

ジェンダーに基づく暴力(GBV)・経済的

不公平・生命を脅かす医療格差(妊産

婦死亡やHIVなど)等の障壁は、単に

政策の不備や不公平というだけではな

く、思春期の女の子から未来を奪い、

世界から可能性を奪い続ける制度上

の欠陥であり、今すぐ、持続的に行動

することが求められています。
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要約

「女の子のゴール」は、1995年に189カ国が

北京行動綱領を採択して以来、思春期の女

の子の生活がどう変化してきたかに関する

調査結果をまとめたものだ。本報告書では、

過去30年間の女の子に関する前進を評価

し、主要分野における統計およびデータの

傾向を把握し、これまでの成果を評価するな

かで、思春期の女の子に関する16の持続可

能な開発目標(SDGs)の目標を2030年まで

に達成するために必要なさらなる取り組みを

導き出している。

女の子に関して、多くの分野で改善がみら

れている。教育への投資が実を結び、女の

子の医療の利用率は向上している。今日、

女の子の児童婚率は低下し、女性性器切除

(FGM)の慣行は減少している。

思春期の女の子への投資が、女の子・コミュ

ニティ・国に相乗効果をもたらすというゆるぎ

ない証拠が存在するものの、彼女たちは依

然として、多くの分野で同年代の男性に遅れ

をとっている。例えば以下の通りである。

ϐ 15～24歳の思春期の女の子とユース女

性は、未だ教育・雇用・職業訓練のいず

れにも従事していない割合が男性の2倍

で、低所得国では10人中9人がインター

ネットを利用できない状態にある。

ϐ 世界全体で、現在生存している6億5,000
万人の女の子と女性が子ども時代に性

暴力を経験しており、女の子の5人に1人

が子ども時代に結婚している。南アジアで

は児童婚の撲滅に向けて大きな進展が

あったが、ラテンアメリカとカリブ海地域で

は進展はなかった。

ϐ 10～19歳の思春期の女の子で低体重

等）は、有害な社会規範と併せて貧困や経

済の実情に対処するプログラムの必要性を

示している。教育・雇用・訓練のいずれにも

参加せず(NEET)、ユース女性として労働市

場にも参入せず、デジタルスキルに関して

も取り残されている思春期の女の子の数が

著しく多いことは、彼女たちの利益と、皆に

恩恵をもたらす経済成長にとっての脅威で

ある。低体重のような問題の停滞も目に付

く。政策の公約を現実の変化として形にす

るには、データに基づく説明責任の構造と

投資を基盤として、国毎で優先度を設定す

る必要がある。

3. 投資効果を社会・経済に波及させるた

めに、賢くリソースを調達・投入する

政府とパートナーは、複数のSDGsにまた

がる成果を大幅に改善することが実証済み

の解決策に投資すべきであり、その一例

は、女の子を支援するために設計された教

育・スキル・現金給付・経済的エンパワーメ

ント・プログラムへの投資等である。小規模

な別途プロジェクトを立ち上げるよりも、妊

産婦医療や学校カリキュラムなどの既存の

制度を女の子のニーズに合わせて適応さ

せるべきである。既存の妊産婦保健プログ

ラムに親業支援を追加する等、証拠に基づ

いた「追加」を効率的に行うことは、設計が

適切であれば費用対効果が高く、成果の

加速化につながる。

変化を起こすことは可能だ。これまでに大

きな前進があったことは本報告書が示して

いる。今、賢明な投資で重点的な注力を行

えば、女の子・家族・コミュニティ・国家経済

のために世界を変えることができる。行動

を起こす時はまさに今である。

ϐ 妊娠・出産に伴う合併症は命にかかわ

り、世界全体で、死亡する15～19歳の

女の子の23人に１人がそれらの合併

症で命を落としている。

世界は1995年から大きく変化し、それは女の子にとっても同様だ。

者の割合は、2%しか減少していない。

主な提言

本報告書は、財政的制約や様々な競合

する優先事項を考慮し、思春期の女の子

の権利を大きく向上させるために直ちに

実行可能な主な提言を3つ提示してい

る。

1. 思春期の女の子の声・提言・行動に対し

て、具体的かつすぐに実施可能な支援を確

実に行う

現世代の女の子は、耳を傾けてもらうよう

声を上げ、すでに世界中で変化をもたらす

最前線に立っている。適切な支援とリソー

スが提供され、話し合いの場に参加できれ

ば、思春期の女の子は自身と皆にとって

もっと有益な政策成果をあげ、よりよい世界

へと導く変革の力になる。これは、女の子

の声を他の何よりも優先させたり、延々と協

議を続けるという意味ではなく、女の子が必

要な支援を受け、彼女たちにとって重要な

政策課題について彼女たちの意見が確実

に反映されるよう、具体的で有意義な行動

をするということである。

2. 見えない存在として二の次にされること

があまりにも多い思春期の女の子のため

の変化に向けて、明確な目標を設定し、追

跡調査を行う

思春期の女の子のための活動の成果を把

握するために明確な目標を設定すること

が、前進の鍵である。状況に応じた優先順

位付けが必要になるが、世界全体で顕著

な問題もある。進捗の差（例えば、児童婚

における進展は富裕層に偏っていること
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子ども時代は大人とは別物であり、女の

子のニーズ・意向・脆弱性は女性のそれ

らと関連性はあるが、異なるものであると

いう認識のもと、行動綱領の12の重要分

野のひとつは、女の子に対する根強い差

別と権利侵害に目を向けている1。また、

思春期の女の子は、幼い子どもでも大人

でもない、特有のニーズを伴う特別な人

口層であることを認識している。

実際、思春期(10〜19歳)は、子どもが子

ども時代から大人へと急速に変化しなが

ら、先導し活躍するために必要な認知

力・情緒・社会性を身に付けていく時期で

ある2。だが、女の子にとって思春期は、

急速に身体が成長し、初潮を迎え、有害

なジェンダー規範が強まって脆弱性の高

まる時期でもあり、それにより、中途退

学・思春期の妊娠とそれに伴う健康リス

ク・精神衛生上のリスク増大・児童婚・親

密なパートナーからの暴力(IPV)等、新た

に高まるリスクにさらされることになる。

女性と女の子の権利に関する画期
的な公約から30年を迎えるにあたっ

て、ユニセフ・UN Women・国際

NGOプラン・インターナショナルが共

同で発表する本報告書は特に女の

子の権利に重点を置き、女の子に

とって急激な変化とリスク、そして機

会の広がる時期である思春期に焦
点を当てている。

必要に応じ、また比較可能なデータがあ

る場合には、思春期の男の子に関しても

言及している。 ジェンダー不平等の影響

を、女の子と女性は生涯にわたり不平等

に受けるが、男の子と男性にもそれは有

害である。

概要

1995年、200カ国から3万人
超の女性が世界女性会議に
出席するために北京に集ま
り、女性と女の子の権利は
人権であることを宣言した。
この会議で189カ国が採択し
た北京行動綱領は、12の重
要な懸念分野で女性の権利
が完全に行使できるよう、政
府・国際組織・あらゆるレベ
ルの機関が取り組むことを
約束した。
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本報告書では、すべての人の権利を

向上させる方法について総合的に考
察した結果を提言としてまとめた。

過去30年の間に、世界は著しく変化し

た。グローバル化は、世界貿易の拡大と

主要経済圏の急速な経済発展により、

大きく加速した。世界規模の景気後退

(1997年～1998年のアジア金融危機・

2008年～2009年の世界金融危機・

2020年のCOVID-19による景気後退・他

の地域的な景気後退等)は、失業率・貧

困率・食料価格の上昇・GDPの縮小な

ど、深刻な経済的・社会的影響をもたら

し、緊縮政策の導入を招いた。そし

て、20年以上経過した後で、COVID-19
パンデミックにより極度の貧困が広がり、

多くの分野で前進が阻まれる事態となっ

た。さらに、学校閉鎖や自宅待機・「ロッ

クダウン」政策等のパンデミック対策、医

療サービスの逼迫は、教育・健康(身体

的・精神的)・職場慣行の様々な面に多

思春期の女の子(10～19歳)の人口動向と予測(単位: 百万人)、地域別、1995年～2055年
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1995年の世界
5億3,900万人

2023年の世界
6億4,100万人

2055年の世界
6億4,200万人

百万人

大な影響を与え、規模の差はあれ、他

の様々な大流行や広域流行(H1N1型イ

ンフルエンザ・豚インフルエンザの大流

行やエボラ出血熱の広域流行等)でも

同様の影響が現れている。パンデミック

や広域流行によるロックダウン措置

は、GBV・10代の妊娠・こころの病等の

発生率上昇と関連している3, 4。1990年

代半ばのHIV感染のピーク以降、新規

HIV感染者数は大幅に減少している

が、思春期の女の子が思春期の若者

の新規感染者の70%を占めることは、

彼女たちが力を持たず、リソース・サー

ビス・情報の入手が困難であることを物

語っている5。

テクノロジー・デジタル革命は経

済・社会・政治の領域を一変させ、

人間の生活のあらゆる面に影響

する機会とリスクの渦を生み出し

ている。それは、誤情報も含め流

れ込む膨大な情報へのアクセスに

はじまり、世界中で瞬時にコミュニ

ケーションを取り、送金し、文化コ

ンテンツを共有できる能力、そして

急速に進化するソーシャルメディ
アの世界とAIの台頭にまで広がり

をみせている。

出典: United Nations Department of Economic and Social Affairs – Population Division、「World Population Prospects 2024」

本報告書は、現在6億4,100万人に上る思春期の女の子をめぐる環境が過去30年間でどう変化してきたかを考察してい

る。思春期の男の子を含めると、彼らは総人口の16%を占める。

概 要

図1
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遠隔医療・AI支援手術・学習プラット

フォーム・再生可能エネルギーの大幅な

拡大など、世界は目まぐるしい速度で変

化している。テクノロジー・デジタル革命

は、サービスや情報へのアクセス、入手

方法や可能な仕事のタイプ等、様々な状

況下にいる女の子と女性に膨大な機会を

広げる一方で、既存のジェンダー格差が

さらに深まるリスクもはらんでいる。社会

生活の中で女性が嫌がらせの標的にさ

れるジェンダーに基づく暴力がテクノロ

ジーによって容易に行えるようになること

(TFGBV)・オンライン上の安全の問題・搾

取といった問題が、そうした変化に伴い発

生し、女の子と女性のオン・オフラインで

の経験を形成している6, 7。STEM分野に

ジェンダー格差が存在するために、デジ

タルスキルやインターネットの利用がジェ

ンダー平等の実現ではなく、むしろ不平

等の悪化をもたらす革命になってしまう恐

れがある8 。

気候変動は急速に加速しており、ハリ

ケーン・山火事・洪水・干ばつ等の異

常気象の発生数と激しさは増し、極度
な高温現象も急増している9。2000年

代と比較すると、極度の熱波に遭う子
どもの数は約8倍に増加している10。

気候変動の影響は、水汲みや無償のケ

ア労働（女性と思春期の女の子が過度

に担う）・GBV・児童婚などに現れ、彼女

たちに偏った影響を及ぼしている11, 12。

移民の増加で、大規模な国際送金が行

われるようになり、国際的な開発援助を

上回る場合もある13。

紛争の性質は変化し、国家間の大規模な

戦争は減少する一方、国内紛争・民間人の

犠牲・避難民の数が増加している。危機下

では、児童婚に加え、戦闘員や民間人によ

るGBVが増加する恐れがあり、また妊産

婦死亡率の上昇、女の子と女性の生活に

欠かせない保健サービスの途絶といった

関連リスクも伴う14。

ジェンダー平等に関しては、前進がいくつ

かみられた。例えば、正式な政治的役職

に就く女性が増え、高度な教育を修了す

る女性も増え、労働市場に参加する女性

も増えた。また、女性の権利とジェンダー

平等に関する法律にも世界的に大きな変

化が見られる。しかし、多くの分野で前進

は不十分であり、多くの領域でジェンダー

格差を解消するためには、影響力の大き

なさらなる投資が必要である15。これまで

の投資は散発的で偏りがあり、国際的な

開発支援も思春期の女の子に充てられる

割合はごくわずかに過ぎない16。

概 要
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調査方法

本報告書は、過去30年間で世界的・地

域的に見られる思春期の女の子のため

の前進を、以下の領域について評価し

ている: 思春期の女の子の権利の実現

を可能にする環境; 教育とスキル;  経済

的安定; 有害な慣行を含む暴力; 健康と

栄養; 水と衛生(WASH);  月経衛生管

理(MHH)。本報告書は、北京行動綱領

並びに2030アジェンダでコンセプトが示

されている思春期の女の子の幸福度を

測る主要な指標群として、公式統計の

動向データと補足データを活用した。ま

た、ユニセフが2020年にUN Womenと

プラン・インターナショナルと共同で実施

した、女の子のための過去25年間の進

捗を評価した調査にも基づいている17。

思春期の女の子の生活における変化を

評価する動向データが入手できない場

合は、国際比較可能で入手可能な最新

データから女の子の現状を浮かび上が

らせた。

At this juncture, with 5 years remaining to fulfill our 
obligations on the SDGs, and 30 years on since the 
Beijing Declaration, this report presents population-
level data and examines what progress has been 
made for this group in some key areas. 

本報告書に掲載されているデータからは、

世界に真の変化をもたらすために奮闘す

る人々の灯となるような多くの変革の物語

が浮かび上がる。だがその一方で、それは

重大な問題、変化の全く追いついていない

分野もあぶりだしている。

教育を受けること、保健サービスを利用

できること、そして結婚をいつ誰とするか

選択できること。それらについて１つ前

の世代に許されていた可能性から今日
の15歳が持つ可能性へとどれほど急激

な変化が遂げられ、女の子たちと家族、

社会に大きな変革をもたらしてきたか

が、このデータから読み取れる。

だが一方で、社会や経済の重荷になるとし

て思春期の女の子への投資がほとんど行

われず、何百万人もの女の子が学校に通

えず、性暴力や児童婚に直面し、月経衛生

と健康をめぐる根強いスティグマと屈辱にさ

らされ、必要な医療や成人後に活躍するた

めの力となる職業や金融、デジタルスキル

などを習得する機会を奪われ、避けられる

はずの苦難に直面している物語も、データ

は伝える。また、特に社会的・経済的に最

も困難な状況下にある女の子や、これまで

十分な投資が行われずしっかりとした対策

が講じられてこなかった分野(女の子のエン

パワーメント等)に関しては、データ不足が

深刻な問題となっている。

この30年間の女の子をめぐる変化を振り

返ると、学ぶべき重要な教訓が得られる。

それは、思春期の女の子に重点を置きな

がら、彼女たちだけでなく世界中の人びと

のよりよい生活に向けて、私たち全員で協

働すべきだということだ。女の子が彼女た

ち自身の目標を実現できるよう、私たちが

行動を加速すれば、社会変革につながる

変化が生まれる。世界中で各社会に起き

ている変化のうねりを活かし、リソース・政

治的意思・技術的専門知識が結集すること

で何が実現できるかは、数多くの分野にお

ける前進が示している。

これまでの成果と依然残る厳しい課題

を糧に、私たちは思春期の女の子とと

もに、そして彼女たちのために、彼女た

ちの権利の実現を果たさなければなら

ない。

北京宣言から30年が経過し、SDGsの
達成期限があと5年に迫る今、本報告書
では、これまでの進捗とともに今なお大
きな遅れのある部分について考察する。

世界は1995年から大きく変化しており、こうした大きな流れは女の子のための前進

に大きな影響を与えている。
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At this juncture, with 5 years remaining to fulfill our 
obligations on the SDGs, and 30 years on since the 
Beijing Declaration, this report presents population-
level data and examines what progress has been 
made for this group in some key areas. 

データが不十分なその他の指標18につ

いては、各国内データを提示しており
19、また、コンセプトに関連性があり、適

切な場合には(すなわち、教育等、女の

子と男の子の双方に関わる問題を比較

する男女別指標など)、データを男女別

に細分化し、思春期の男の子の状況も

評価した。

また、本報告書では、プラン・インターナ

ショナルが長期にわたる変化についてま

とめた質的調査「現実の選択、現実の生

活」から、思春期の女の子の生活につい

て独自の視点による考察を紹介してい

る。思春期の女の子とその母親への参加

型調査により、10代の妊娠・情報へのア

クセス・児童婚に関する世代を超えた大

きな変化が明らかになった。

そして、本報告書は過去30年間の思春期

の女の子のための前進を評価するだけで

なく、今後についても言及している。思春

期の女の子のウェルビーイングの中核を

成し、十分な動向データが存在する特定

のSDG指標について、本報告書では、思

春期の女の子のためにその目標を達成す

る上で各国に求められる相対的な注力レ

ベルを示している。このように相対的な視

点で評価を行うことで、各国は絶対的な進

概要

捗状況だけでなく、他国の取り組みとの

比較も踏まえた進捗状況の評価ができる

ようになる。これは、好事例を印象付け、

改善が必要な分野を特定し、説明責任の

意識を育む上で不可欠である20。

本報告書は思春期の女の子のウェル

ビーイングを網羅的に評価しようというも

のではなく、むしろ彼女たちの生活の主

な局面にわたって達成された前進と必

要な改善を概説している。また、思春期

の女の子について国際比較が可能で質

の高いデータが十分に得られ、世界・地

域レベルでの分析が可能な条件下での

分析にとどまる。2030アジェンダはジェ

ンダーデータの需要と生産を促進した

が、依然として不足している。例え

ば、2024年3月現在、2030アジェンダに

署名した193カ国で、17の目標にある

ジェンダーに特化した52の指標すべて

について詳しいデータを持つ国は一国も

ない21。また、思春期（特に低年齢層）の

女の子にとって重要な発言力・主体性・

市民参加・リーダーシップ等の事項に関

するデータ不足も存在する。

しかし、本報告書で示された証拠を

総合すれば、女の子が安全で健全な

子ども時代を過ごす権利を享受でき

るようにするために必要な行動につ

いて、世界・国・地域の関係者に対し

て提言を行うための土台になる。安

全で健全な子ども時代。それは、子

どもたちがあらゆる形の暴力から解

放され、学び、技能を身に付け、夢を

追求する機会、そして充実した人生

を送り、自身が望む形で世界に貢献

する上で必要な力を身に付けて成人

期へと進んでいくチャンスの広がる
時間である。
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女の子をめぐる環境は  

過去30年間でどう変化
したか? 

思春期の女の子のため
の進捗評価

GIRL GOALS   



GIRL GOALS   
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SDG指標5.1.1の追跡データを活用し、図2
では、包括的な法的枠組みと社会生活; 女
性への暴力; 雇用と経済的メリット; 結婚と

家族という4つの法分野でジェンダー平等を

推進・追跡調査する法的枠組みがどの程度

整っているかを示している。こうした法律の

多くは思春期の女の子に特化したものでは

ないが、彼女たちが大人になる過程で、彼

女たちの生活に影響を与えていくことにな

る。2019年～2023年に、調査対象となった

4つの分野で、56の前向きな法改正が行わ

れた23。

平均的に、世界の70%の国には公的生活

に関する包括的な法的枠組みがあり; 79%
の国に女性への暴力に関する法的枠組み; 
76%の国に雇用と経済的利益に関する法的

枠組み; 80%の国に結婚と家族に関する法

的枠組みがある(図2参照)。だが、18%の国

では、女性は配偶者や子どもに法的地位を

与える権利を平等に与えられておら

ず、54%の国では、自由意志による同意の

欠如をレイプの法的定義と位置づける法律

が存在せず、51%の国では、女性が男性と

同一の仕事に就くことを妨げる制限が少なく

思春期の女の子のウェルビーイングを

評価する際には、女の子が力を発揮し

成長できる環境が整っているかを考慮

しなければならない。例えば、法的枠

組みは、経済・社会・政治的領域を含

む生活のあらゆる領域に影響を及ぼ
す。

差別的な法律は思春期の女の子の人生に

影響を及ぼし、人的・社会的資産や所得・

キャリアの形成につながる資産を築く能

力、自身の健康やウェルビーイングに関わ

る選択に主体性を発揮し声を上げる力を制

限する。その一例となる証拠がインドにあ

る。相続法の改正により平等に土地を相続

する権利が娘に与えられる前は、各家庭で

娘が教育を受けるための投資が行われる

ことは少なかったが、改正後は、娘への教

育投資が増加し、息子への悪影響も何ら

生じていない22。このように、ジェンダー平

等を推進する法律・政策を実施・追跡調査

することは、思春期の女の子の権利を実現

するための前提条件である。

とも1つ存在し、72%の国では、男女ともに

婚姻可能な最低年齢が法的例外なく18歳

未満に設定されている。地域別では、ヨー

ロッパ・中央アジアが4つの法律分野すべて

において最も高い達成率を示しているのに

対し、中東・北アフリカは最も低い値を示し

ている。

しかし、データが存在する120カ国中、

ジェンダー平等を推進・追跡調査するた
めの関連法が完備している国は1つもな

いことは特筆すべきである24。

必要な環境

思春期の女の子の権利の実現に

ジェンダー平等を促進する法整備が進む一方で、世界の大部分では、思春期の女の子に影響を及ぼす差別的な法的

枠組みが主流である。

必 要 な 環 境 21
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北京行動綱領でも認められているよう

に、土地および土地以外の資産の相続

に関する平等な権利は、女性と女の子

のエンパワーメントの基盤となる。

ユニセフがコンセプトを示している通り、所

得・キャリアの形成につながる生産資産は思

春期の若者が現状を乗り切り将来に備える

上で役立ち、彼らのエンパワーメントの土台

となる25。成人期では、女性が資産の所有

権・管理権を有すことで、子どもの栄養状

態や就学率、家庭内での女性の意思決定

等、数多くの前向きな成果がもたらされて

いる。1995年時点で、保護者から資産を相

続する権利を娘と息子に平等に与えていた

のは190カ国中138カ国だった。だが、その

後、平等な権利を認める法律を新たに制定

したのはわずか11カ国である(バハマ・ベナ

ン・インド・レソト・マリ・ネパール・ルワンダ・

保護者からの資産相続に関し、息子と娘が平等な権利を有する国の数

138/190カ国
(73%)

149/190カ国
(78%)

1995 2024

$

= =

$

性別に基づく平等と非差別を促進・施行・追跡調査するための現行の法的枠組みの評価(達成度％) (地域別) (2018年～2022年)
(取得可能な最新値) (SDG 5.1.1)

出典: Global SDG Indicators Database、2024年

注: SDG 5.1.1 のデータは、各国の統計局および/または国内女性機構とジェンダー平等に向けて現場で活動に従事する者/調査員が実施した、各国の法的枠組みの評価に依拠している。点数(0～100)は、各法律
分野における達成度(加重なし)の平均値を表している。4つの法律分野全体の平均値も示されている。

1億5,000万人近い思春期の女の子が、保護者の資産相続に際し、男の子と同一の権利を認められていない国々に住んで
いる。

出典: World Bank、Women、Business and the Law、2024年
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(分野1)
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(分野 3)

結婚と家族
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法律の4分野全体
の平均

ラテンアメリカ・
カリブ海

中東・北アフリカ 南アジア サハラ以南
のアフリカ

ヨーロッパ・
中央アジア

北アメリカ東アジア・太平洋

シエラレオネ・南スーダン・スリランカ・ウガ

ンダ)。これは、未だに約4人に1人の思春

期の女の子が男の子と同じ相続権を認め

ていない国に住んでいるということである
26。

相続権 「私はすべての女の子が、自

由で価値のある存在だと感じ

られる機会を持てるようにした

いのです。私に何か１つ変えら

れることがあるなら、女の子の

扱われ方を変えたい。女の子

を二流市民ではなく、無限の

強強強強強強強強強さささささささととととととと可可可能能能能能能能能能性性性性性性性性性性性ををををををを持持持持持持持持持持持つ個個個個個個個人人人人人人人とととととととしししししててて
扱ってほしいのです」

- Keisi(15歳、アルバニア)

図2
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世界中で不就学の女の子の数は、2000年の2億人から2023年には1億2200万人に減少し、39%減少した。

初等教育は生涯にわたる学習の基盤を子ども

に与え、彼らは成人期に無事移行するために

必要な知識とスキルを中等教育で身に付け

る。中等教育が女の子にもたらす影響はきわ

めて大きく、収入創出の可能性を高め、児童

婚・思春期の妊娠・栄養失調（低身長や貧血

等）に対する抑止力になる等、学習成果にとど

まらず多岐にわたる27, 28, 29。

本セクションのデータでも明らかなよう
に、過去30年間で、特に初等教育におい

て、女の子の教育的機会は飛躍的に拡

大した。

世界全体では、女の子の就学・修了率は男の

子を上回っているが、その割合は国によって

大きく異なる。地域別分析によると、サハラ以

南のアフリカでは、すべての教育段階におい

て、女の子の方が男の子よりも不就学率が高

い。特に、最貧困層の家庭の女の子は不利な

状況にある。高等教育修了率に関する29カ国

の性別・地域・富裕度別最新データの分析で

は、地方の最貧困層の女の子と都市部の最

富裕層の女の子の修了率の差は12～72％に

上ることが判明した30。

さらに、特にSTEM科目等、現代社会で働く上

で重要な教育やスキルの分野にもジェンダー

格差は根強く存在する。思春期の女の子が成

人して労働市場に参入する際に必要な知識の

習得支援は、経済的安定とエンパワーメントの

柱である。つまり、思春期の女の子が将来、平

等な立場で成人期を迎え、労働市場に参入で

きるよう、教育・スキル・知識を十分身に付ける

ための支援を行うためにはさらに多くのことを

実行する必要がある。この目的を達成できれ

ば、女の子・社会・経済全体に変革がもたらさ

れるだろう。それは、男の子を置き去りにするこ

とではない。むしろ、教育アクセスと学習手段

の拡大に投資する、ジェンダー障壁を排除す

る、有害なジェンダー規範を転換させる、という

目標に向けた行動はあらゆる人の支援につな

がる。

教育とスキル
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出典: UNESCO Institute for Statistics、2024年

2023年現在、世界全体で不就学の女の子は

1億2,200万人、対する男の子は1億2,800万

人である。2000年時点では全教育段階にお

いて、不就学の女の子の数が男の子の数を

上回っていた。これは、過去30年間に女の子

の就学率が目覚ましく向上したことの表れで

ある(図3参照)。しかし同時に、女の子も男の

子も含め、不就学の子どもの数を減らすとい

う点では、2011年以降、中等教育レベルで著

しく進展が鈍化し、初等教育レベルでは2007
年以降、停滞している。

こうしたデータはまた、学校在籍・修了率とい

う数字の裏には、世界中の複雑な事情が存

在することも暗に示している。思春期になる

と、男の子は有給労働に就くために学業を放

棄し、女の子は無給のケア労働を担ったり、

結婚/出産のために学業を放棄することが増

える。 女の子も男の子も、教育を修了して成

人後に自ら選んだ有意義な仕事に就けるよ

う、包括的な対応が強く求められている。

また、この世界の姿には、各地域、各国で大

きく異なる思春期の女の子をめぐる現実も隠

れている。例えば、サハラ以南のアフリカで

は、全教育段階において不就学者は男の子

より女の子の方が多く、不就学者数は増加し

ている31。同地域では、思春期の女の子と

ユース女性(それぞれ31％と46％)が、中等

教育と高校教育の段階で不就学である32。さ

らに、学校に通う、あるいは課程を修了した

経験が一度もない女の子は何百万人にも上

り、紛争下にある地域では、その数は特に増

える。紛争下や暴力にさらされた不安定な状

況下にある女の子は、安定した状況下の女

の子と比べ、中等教育を受けていない割合

が90%近く高い33。また、政策が女の子を教

育から遠ざけている場合もある。例えば、

2021年以降、アフガニスタンでは、13歳以

上の思春期の女の子110万人が就学できな

くなり34 、差別的な法律により思春期の母

親の就学を禁じている国も存在する。

     —Keisi, 15, Albania

不就学の子どもの数（男女別・教育段階別）、2000年～2023年  

女性
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2000年以降、女の子の修了率は上昇し、全教育段階において男の子を上回るようになった。これは、女の子の就学へ

の投資が奏功した証であるが、現在も思春期の女の子とユース女性の10人に4人近くが、高等教育を修了していない。

修了率（男女別・教育段階別）、2000年～2023年（SDG 4.1.2）
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中途退学に加え、月経による欠席

も深刻な懸念事項である。

ユニセフの支援により、低・中所得国

で実施された47件の複合指標クラス

ター調査(MICS)のプール解析による

と、15～19歳の思春期の女の子の

18%近くが、直近の月経期間中に学

校・仕事・社会活動を欠席していること

がわかった。さらに、月経に関連する

常習的な欠席率は思春期の女の子

の方がそれより年上の女性よりも高

く、思春期の女の子がより脆弱な存

在であることが明らかになった36。

87
89

図4

「私に何か１つ変えられるこ

とがあるなら、女の子全員

が学校に行けるようにした

い。教育はすべての子ども

が受けられるものであるべ

きです」

- Majoie(15歳、
ブラザヴィル、コンゴ)ブラザヴィル、コンゴ)ブラザヴィル、コンゴ

高等教育段階では、世界全体では学業を

修了した女の子の割合が2000年～2023
年に36%から61%に増加し、25%上昇した

(図4参照)。それでも、未だ世界全体で思

春期の女の子とユース女性のほぼ4人に1
人(39%)が、高等教育を修了していない。

思春期の男の子とユース男性の場合、そ

の割合はさらに高い(42%)。地域別では、

女の子の中等教育修了率が最も高いのは

東アジア・太平洋(89%)とラテンアメリカ・カ

リブ海(84%)で、最も低いのはサハラ以南

のアフリカ(37%)であった35。不就学の子ど

もと同様、サハラ以南のアフリカは、全教

育段階において、男の子よりも女の子の

修了率が低い唯一の地域である。
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平均して、思春期(低年齢層)の女の子と男の子は同程度の基礎計算能力を持っていると思われる。

読解・計算能力は、STEM分野の仕

事を含め、21世紀の学びや仕事に

求められる幅広いスキルを習得する

土台となる。簡単な文章を読み、理

解する能力は、子どもが習得できる

最も基本的なスキルのひとつであ

る。

だが、6年間学校に通っても、簡

単な文章の読み・理解ができな

い子どもが多くの国にいる。

低学年のうちに識字能力(数字を含

む読み書き)を身に付けることは極

めて重要である。それは学習に遅れ

のある子どもが識字能力を身に付け

るのは、学年が上がるほど難しくな

るからだ。また、低学年のうちに基礎

計算能力の基礎をしっかり身に付け

思春期の若者（10～14歳）のうち、基礎読解力を有す
る者の割合（男女別）（2017年～2023年）（取得可能な
最新値）

思春期の若者（10～14歳）のうち、基礎計算能力を有す
る者の割合（男女別）（2017年～2023年）（取得可能な
最新値）

出典: UNICEF global databases、2024年、MICSに基づく

注: 基礎読解力は、正確に読む力と読解力を評価する。基礎計算能力は、数字を読み、判別する力・足し算・図形を認識する力を評価する。各丸点は国を表し、x軸とy軸はそれぞれ、各国で最低限の
能力を達成している女の子と男の子の割合を示す。対角線は男女平等線である。男女平等線より下のデータポイントは、女の子の方が男の子よりも高い割合で習熟を達成している国々を表している。
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ることは、その後数学が得意になる上

できわめて重要である。

図5aと5bは、ユニセフの支援により

低・中所得国で実施されたMICSか

ら、10～14歳の思春期の若者の基礎

読解力・計算能力に関するデータを示

している。

これらのデータの長所は、国際比較が

可能であり、就学中・不就学の両方の

子どもの基礎読解力・計算能力を評価

できる点である。

サハラ以南のアフリカ(黄色の丸点で表

されている)の多くの国でジェンダーに

よる差はないが、基礎読解力・計算能

力を有する思春期の子どもは男女共に

わずかである。

それら評価の低い国を除くと、平均して

思春期の女の子の方が思春期の男の

子よりも調査結果が良い。ジェンダー

格差は基礎計算能力の方が少なく、こ

れは、学校と家庭でジェンダー規範に

挑む等、STEM分野で活躍する女の子

の能力を高める適切な支援があれば、

女の子は成功に必要な高度な数学能

力を身に着けられることを示している
37。

図5a Figure 5b

男の子
(%)

女の子(%)
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図6

世界全体で、非識字の思春期の女の子とユース女性(15～24歳)の数は、1995年～2023年の間にほぼ半減したが、今日で

も5,000万人近くが簡単な文章の読み書きができない。

識字能力は、学びをすすめ、働

き、社会活動を行うために必要な

スキルの土台である。

世界で、15～24歳の非識字の

思春期の女の子とユース女性
の数は、1995年～2023年の

間に約9,700万人から約5,000
万人に減少(または約20％か

ら8％に減少)した(図6参照)。

その期間にユースの非識字率に

おけるジェンダー格差も縮小した

が、世界全体で非識字のユース

の56%は思春期の女の子とユー

ス女性が占めており、過去10年

間伸び悩んでいる。

地域別では、最も前進がみられた

のは南アジアで、1995年には10
人中4人以上の思春期の女の子

とユース女性が読み書きができな

かったが、現在は10人中1人未満

に減少した。

絶対数では、1995年～2023
年で非識字の思春期の女の

子とユース女性の数はほぼす

べての地域で減少したが、サ

ハラ以南のアフリカは例外で
ある: この地域では、非識字率

の低下を上回るペースで人口

増加がすすんでいるため、非

識字の思春期の女の子とユー
ス女性の数は1995年よりも多

くなっている。

非識字のユース（15～24歳）の数と割合（男女別）、（1995年～2023年）
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COVID-19パンデミック下では学

校閉鎖中も生徒が学習を継続でき

るよう、ほぼすべての教育省が何

らかの遠隔学習形態を採用したこ

とで、日常生活におけるデジタル

機器やスキルの活用は、パンデ

ミックを機に重要性を増している。

しかし、遠隔学習への転換は、多く

の子ども、特に思春期の女の子と

障害を持つ子どもがすでに抱えて

いる脆弱性を高めた38。さらに、添

付付きのメールの送信やファイル

のコピーといった基本的なスキル

でさえ、特に低・中所得国に暮らす

多くのユースには習得が難しい。

その上、思春期の女の子とユー

ス女性がデジタルスキルを習得

するには明らかな障壁がある。
低所得国では、彼女たちの10
人中9人がインターネットに接続

していない。これに対し、ネット

に接続している同年代の男性
は2倍に上るとされている。

同じ世帯でも、思春期の女の子と

ユース女性は同年代の男性よりもイ

ンターネットやデジタル技術を利用

できる機会が少なく、これは、女の

子のデジタル利用を制限するジェン

ダーバイアスの根強い広がりを物

語っている39。

デジタルスキルを持つ思春期の女の子とユース女性の割合は国毎に大きく異なるが、STEM分野でのキャリアに必要

な高度なデジタルスキルを持つ者は非常に少ない。

ユース女性（15～24歳）のデジタルスキル・高度なデジタルスキル保有率（国別）(2017年～2023年)（取得可能な最新値）（SDG 4.4.1）
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データのある49の国と地域のうち、デ

ジタルスキル40を持つ思春期の女の

子とユース女性の割合は、2%以下(ア
フガニスタン・バングラデシュ・中央ア

フリカ共和国・チャド・シエラレオネ・イ

エメン)から70％超(タークス・カイコス

諸島)と幅がある(図7参照)。しかし、ど

の国も、思春期の女の子とユース女

性には高度なICTスキルはない。例え

ば、プログラミングスキルを有している

と答えたのは29カ国でわずか1～2%
程度。プログラミングスキルを有する

思春期の女の子とユース女性の割合

が最も高いのはトンガ(16%)であっ

た。

思春期の男の子とユース男性の
ICTスキルに関するデータはさら

に少ないが、存在するデータか
ら、ICTスキルのレベルが全体的

に低いことがわかる。だが、男女

両方のユースのデータがある国の

ほとんどで、思春期の女の子と
ユース女性はICTスキルにある

ジェンダー格差によって不利な立
場に置かれている。

思春期の女の子にデジタルスキルが

ないと、STEM分野での機会が限ら

れ、高収入でディーセント・ワークに就

くことはもちろん、経済的な向上の機

会もほとんどなくなってしまう。テクノロ

ジー分野で働く女性の割合が2倍にな

ると、2027年までにGDPが最大6000
億ユーロ増加する可能性があるという

推計もある41 。例えば、フィリピンの女

の子を対象に実施した2020年の調査

では、女の子は10歳にはもうSTEM分

野のキャリアは男性中心だと感じ、女

の子はSTEMに向いていないと思い込

みはじめ、STEM科目への関心を失い

始めることが判明した。STEM分野の

女性のロールモデルが相対的に少な

いことで、こうした感じ方が強まったと

いえる42。

Game Changer: カンボジアでの女の子の
リーダーシップ・デジタル/STEMスキル育成

ユニセフのSkills4Girlsプログラムは、問

題解決・交渉・自己肯定・コミュニケー

ション等のライフスキルに加え、STEM・

デジタルテクノロジー・社会起業等の分

野での女の子のスキルを開発する取り

組みだ。20カ国超で実施され、2020年

以降、主要分野に存在するジェンダー

格差の解消を目標に女の子を中心に据

え、多部門による取り組みによって世界

の1600万人の思春期の女の子を支援

してきた43。これを土台に、最先端のデ

ジタル教育でSTEM分野における機会

を高めるため、ユニセフと各パートナー

団体は、Game Changers
Coalition(GCC)を結成し、テクノロジー

主導の業界とつながることで今までにな

い教育とスキルの定着に取り組んでい

る。その主な戦略は、ゲーム開発の世

界全体で思春期の女の子が創造性・発

想力・自律性を発揮することで、デジタ

ルスキルの格差を解消するという取り組

みを加速化するというものである。GCC
は、コーディング・設計・自動生成型AI・
語り・チームワークを指導し、女の子に

21世紀に必須のスキルを身につけさせ

る。これまでに、GCCは7カ国で約15万

4000人に指導を行い、STEAM部門へ

の女の子の進出を求める声はソーシャ

ルメディアを通じて130万人に広がって

いる。

カンボジアでの試験運用の優れ
た成果

カンボジアではSkills4Girlsは、カンボジ

ア政府のLocal Life Skills
Education(LLSE)プログラムを通し

て、2万1500人の学生に支援を行った。

またユニセフは、LLSEカリキュラムを基

にした新しいゲーム形式のGCCデジタ

ルスキルカリキュラムで最先端のデジタ

ル教育機会を提供した。これは2023年

～2024年にシェムリアップ地域の33の

公立学校で試験的に実施され、実施当

初から教師や保護者との協議を重ねる

ことで、ゲームに対して一般にありがち

なイメージを払拭し、ビデオゲームは安

全な環境で開発され、デジタルリテラ

シーを身につける強力なツール、道筋

であるというイメージを定着させた。

ユニセフは、公立学校の教師を対象に

ゲーム開発のメンター養成訓練を実施

し、彼らが13～16歳の女の子に彼女た

ちが使うゲームの制作方法を指導し

た。彼女たちは、気候変動や文化遺産

等からゲームのテーマを決定した。そし

て「ゲーム大会」(ゲーム制作のハッカソ

ン)で、チームワーク・時間管理・大勢の

前でのスピーチ等のスキルを実践し

て、新しいスキルを披露した。彼女たち

はまた、自動生成型AIを活用し、キャラ

クターやゲームに関連する他の画像等

を開発した。

試験運用の成功が拡大と持続可
能性への道を拓く

政府関係者は、ゲーム開発がデジタ

ルスキルを身につける魅力的で効果

的な方法であると認識し、これを教育・

ユース・スポーツ省の主要優先事項に

した。同省の支援により、STEAMカリ

キュラムはクメール語に翻訳され、国

家教員研修プログラムに組み込ま

れ、9万3000人超の公立学校教員に

提供されている。
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経済的安定

約80 カ国の多面的な子どもの貧困

に関する国際比較可能な推計データ

があるが、2000年以降の最低2時点

のデータがあって子どもの貧困の経

年変化の分析が可能なデータがある

のは42カ国。その42カ国では、10～

17歳の思春期の女の子の貧困率は

10～94%と大きな幅がある。全体と

しては、10～17歳の思春期の女の

子のほぼ2人に1人が現在、あらゆる

面で貧困状態にあり、男の子の場合

も同程度だった(47％)。

42カ国の大半の国では思春期の女

の子の貧困率は低下していると思わ

れるが、その歩みは遅く、平均して年
1%の減少である。

データの蓄積がある国々では、10～17歳の思春期の女の子のほぼ半数が、生活のあらゆる面で貧困状態にある。

ンダー格差に遭遇していることがデータ

から読み取れる45。

子どもや思春期の若者にとって、貧

困とは必要な物品やサービスが手

に入らない状態を指す。これは金銭

的貧困下にない世帯でも起こり得

る。

こうした満たされない要求が、その後の

人生で、簡単に埋められない差となるこ

とが多い。

思春期の女の子の経済的安定に関する

データは少ないが、貧困から解放されて

生きる権利と、自身の生活を左右する経

済的決定に影響を与える力は、思春期の

女の子の経済的エンパワーメントにとって

きわめて重要である。世界全体でも地域

的にも、経済的貧困下にある男女の割合

に統計的に有意な差はみられないが、世

帯構成と年齢層別の分析では、1日1ドル

未満の生活を余儀なくされている世帯に

いる25～34歳は、男性100人につき女性

は122人であることが判明した。これは女

性にとって不利な状況といえるが、こうし

た格差は女性が35歳を超えると見られな

くなる。

金銭的貧困下にある世帯の女性は、稼ぎ

手が男性1人で複数人の子どもと収入の

ない他の成人とともに暮らしている場合が

最も多く、こうした最も困窮した世帯は1人

1日1ドルで命をつないでいる44。

しかし、金銭的貧困にジェンダー不平等が

重なると、例えば、家の予算を女の子と男

の子のニーズにどう配分するかなど、世帯

内での意思決定にも影響が及ぶ。さらに、

思春期の女の子と生殖年齢の女性は、幼

い頃から強いられてきた差別的な社会規

範に加えて無償のケア労働を不平等に負

わされ、働き始めるときも仕事を続ける上

でも差別を受け、雇用と賃金をめぐるジェ

of girls 10–17 in 
multidimensional poverty

in 42 countries

– +

*2000年～2023年の間に最低2つのデータポイントを有する42
カ国の人口加重平均。

子どもの貧困
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思春期の女の子とユース女性には将

来母親になる可能性があり、彼女た

ちへの教育は、女性と女の子とその
子どもたちの貧困率を減らす1つの方

法となる。

表1は、10～17歳の思春期の女の子の多

面的貧困の割合を母親の教育レベル別

で示している。女性の教育が、様々な成

果に相乗効果をもたらすことは十分に証

明されており、この傾向が顕著なのは当

然といえる。思春期の女の子が多面的貧

困状態にある割合は、母親が教育を全く/
ほぼ受けていない(つまり初等教育が未

修了)場合と高等教育を修了した場合を

比較すると、それぞれ63%と8%とほぼ8
倍に上る。

思春期の女の子と女性が教育を受けることは、次の世代に受け継がれる貧困の減少につながる。

出典: 104カ国を対象としたMICSとDHSの整合化データセットに

基づく筆者の計算

母親が修了した
教育段階

思春期の女の子
の貧困率

学歴なし/就学前教育 63

初等教育 40

中等教育 22

高等教育 8

表1  思春期の女の子（10～17歳）の多重貧困の発

生率（母親の教育達成度別）(2000年～2022年)（入

手可能な最新値）

ウガンダの都市部に暮らす女の子を

エンパワーする現金給付

ウガンダの都市部に住む思春期

の女の子は、深刻な脆弱性と特有

の困難に直面している: 小学校を

修了するのは3人に1人、中学校を

修了するのはわずか6％で、性と

ジェンダーに基づく暴力やHIV感

染のリスクが、同年代の男性より

もはるかに高い。実に15～19歳の

女の子の25%がすでに母親また

は妊娠中であり、10代の妊娠

は、COVID-19の発生で深刻化

し、パンデミック以前の4.5倍超に

急増した。

10～19歳の子どもがカンパラの人

口の46%を占め、そのうち58%が

女の子である。2019年、カンパラ

首都行政当局はユニセフと提携

し、貧困家庭で様々な面で欠乏状

態にある脆弱な思春期の女の子を

対象に、ウガンダで初の都市型社

会保護プログラムの試験的実施を

計画した。Girls Empowering 
Girls（GEG）プログラムは、思春期

の妊娠と出産・中途退学・性的虐

待・基本的な社会サービスの限ら

れた利用可能性という困難に取り

組むことを目標としている。その取

り組みには、1対1の（対話による

気づきを通して成長を促す）メンタ

リングや教育、訓練、保健・保護

サービスへの紹介を通じて女の子

をエンパワーするメンター制度とと

もに、家庭を対象とする現金給付

も含まれている。誰一人取り残さな

いよう、障害を持つ・難民の・妊娠

中の・母親である思春期の女の子

には特に注意が払われている。

同プログラムにより、プログラム実

施前には平均30%だった小学校

から中学校への進学率が96%に

上昇。また、難民の女の子につい

ても98%の進学率を達成して成果

をあげた。不就学だった女の子の

少なくとも71%がGEGプログラム

により自主的に復学して在学を続

けている。ここで重要な点は、家

庭への現金給付と、思春期の女

の子に対するメンター制度や必要

な社会サービスの紹介が組み合

わせて実施されると、彼女たちの

生活を大きく変え、変化を継続す

る力が生まれるということだ。親や

保護者の支えは特に重要だが、

思春期の女の子のための包括的

な支援体制が整えば、復学は十

分可能になる46。
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NEET率とは、15～24歳のユースで、

就業・就学・職業訓練のいずれも行って

いない者の割合を指し、思春期の若者

と若年成人に影響を与える労働市場力

学をより正確に把握するために用いら

れる。

NEETは、2種類に分類される: 教育や職業

訓練を受けておらず、有給の仕事を探して

いないユース(つまり、経済的に非活動的)
と、教育や職業訓練を受けておらず、有給

の仕事を探しているが仕事を獲得できない

ユース(つまり、経済的に活動的)である。15
～19歳のユースは皆、学校教育か職業訓

練を受けているはずの思春期の期間に、

データのある全地域でジェンダー格差が認

められ、女の子は不利な立場に置かれてい

る(図8参照)。格差が最も大きいのは南アジ

アで、思春期の女の子のNEET率は同年齢

の男の子の3倍(それぞれ27%と9%)であ

り、次いで中東・北アフリカで、女の子の

NEET率は男の子の2倍(それぞれ24%と

12%)である。

思春期から若年成人期への移行期にジェン

ダー格差は大幅に拡大するが、そのほとん

どは経済的に非活動的なユース女性の割合

が非常に高いことに起因している。言い換え

れば、概してユース男性は労働市場に進み

仕事を探す傾向が強いが、ユース女性は学

業を終えていたとしても、労働市場に一度も

入らない傾向が強い。世界全体で15～24歳

の思春期の女の子とユース女性のNEET率

は、2005年以降、思春期の男の子とユース

男性の2倍を超えており(図9参照)47、2023年

には、ユース女性の28％がNEETであったの

に対し、ユース男性は13％であった。NEET
率の改善は多少みられるが、その大部分は

ジェンダー格差が最低水準の先進諸国に

偏っており48、ジェンダー格差が最も深刻なの

は低・中所得国である。

ユース女性はNEET人口に占める割合

が非常に大きいだけでなく、NEET状態

に長く陥る傾向も強い。

これは、家庭での役割(女の子として、また妻

や母親として)を果たし家事を行う必要性に、

職場での差別・手頃な価格の保育施設の不

足・育児休暇や月経に配慮した職場環境創

出る等の支援策がないといった制度的な障

壁が重なり合って生じていると考えられる49。

経 済 的 安 定

思春期の女の子とユース女性が、NEETに占める割合は依然として非常に高い。

出典: 図8、国際労働機関(ILO)のデータに基づきユニセフが算出した地域別集計、2024年

出典: 図9、ILOSTAT、ILOモデルによる推計、2024年8月

注: 図9、2005年がデータの入手可能な最も古い年である。

割合

13 13 13
16

13
15 15

17

21 21

12 12 13

16

12

15 14 13
15

13 11

33
31 30 31

28

32 32 33

38 38

44
42

40 40

35

27
25

23 23
21

15 15
13 13

11

0

5

10

15

20

25

30

35

40

45

2005 2010 2015 2020 2023 2005 2010 2015 2020 2023 2005 2010 2015 2020 2023 2005 2010 2015 2020 2023 2005 2010 2015 2020 2023

世界全体 低所得国 低中所得国 中高所得国 高所得国

ユース(15～24歳)のNEET率 (男女別・所得区分別) (2005年～2023年) (SDG 8.6)

13

思春期の若者（15～19歳）のNEET率(男女別・地域別) (2015年～2023年)
(取得可能な最新値)

302520151050
割合

男性
女性

北アメリカ

ラテンアメリカ・カリブ海

サハラ以南のアフリカ

中東・北アフリカ

南アジア

世界
11

19

13

12

27

24

14
20

21

9

8
7

男性 女性

図8

図9

11 12
10



32 女 の 子 を め ぐ る 環 境 は ど う 変 化 し た か

世界中の家庭で、女の子は家事とケ

ア労働に男の子より多くの時間を費や

している。

世界全体で、10～14歳の女の子

が無償のケアや家庭内労働に費

やす時間は、同じ年齢の男の子よ
り、計1億6000万時間長い50。

子どもから思春期の若者に成長する

につれて女の子の責任は増し、ジェン

ダー格差は広がる51。子どもに家事や

ケア労働をジェンダーに基づいて不平

等に割り当てることが、女の子のウェ

ルビーイングにもたらす影響は極めて

大きい。最低週21時間という過度の家

事労働を行うことで52、子どもの学習

や余暇に悪影響が及ぶ恐れがある。

女の子が行う典型的な家事労働は、

料理・掃除・幼い子どもや病人の世話

等だが、それが無償の家事やケア労

働は女性が担うものだという刷り込み

となって、思春期以降の女の子の生

涯を決定づけていく。

後発開発途上国では、10～14歳の思春期の女の子が、同年代の男の子の2倍も過度な家事とケア労働に従事していると

みられる。

出典: UNICEF global databases、2024年

参照週に、無償の家事労働を最低21時間行った思春期の若者(10～14歳)の割合 (男女

別・地域別) (2015年～2023年) (入手可能な最新値)

ラテンアメリカ・
カリブ海
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事実、ユース女性のNEET率がユース男

性よりも高く、女性の労働力市場への参加
率が低い理由の1つは、女性の無償労働

負担であると言える53。

また、男の子にも影響は及んでいる: 彼らは、女

の子と男の子の時間の価値について歪んだ見

方を身につけ、大人になっても、父親、保護者と

いう役割だけを担うようになる恐れがある54。

データが存在する地域で、ジェンダー格差が最

も大きく思春期の女の子が不利な立場に置

かれているのは、サハラ以南のアフリカ

(6％)で、次いで中東・北アフリカ(4％)であ

る(図10参照)。データの存在した国の4分

の3(73カ国)で、思春期の男の子より女の

子が過度の家事労働に従事する可能性が

高い。

図10
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出典: ILOのデータに基づきユニセフが算出した地域別集計、2024年

労働市場におけるユース女性の雇

用機会の創出は、彼女たちの経済

的エンパワーメントだけでなく、経済

成長にとっても不可欠である。

大部分の地域で、ユースの失業率は男

女ともに低下しており、これは、成人より

もユース、ユース男性よりもユース女性

の失業者が多かったCOVID-19パンデ

ミックからの回復を物語るものだ。だが、

そのユースの中には、労働力から完全に

離れ、未だに復帰していない者もいる
55。2023年、世界全体では、男女のユー

スの13％が失業していた(図11参照)。だ
が、ジェンダー格差が最も大きくユース女性

が不利な立場に置かれている中東･北アフリ

カでは、2023年に15～24歳の思春期の女

の子とユース女性の3人に1人超が失業して

おり、思春期の男の子とユース男性では5人
に1人強だった。さらに、失業率の低下は明

るい兆しではあるが、高所得国以外のユー

スは通常、短期雇用や自営業等の不安定

な仕事しか就く道がなく、ユース女性がそう

した仕事に就く可能性はユース男性より高

い56。

ユース女性が仕事に就くことができる場合

も、それは(地下経済等の)非公式経済で

何の保護もない、低賃金で技能の低い仕

事で、雇用不安も大きく、研修や社会保障

その他のリソースを受けられない場合が多

く、経済的打撃を受けて貧困に陥る可能性

は高まる57。

東アジア・太平洋 ヨーロッパ・中央アジア ラテンアメリカ・カリブ海 中東・北アフリカ
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思春期の女の子とユース女性の失業率は低下しているが、ユースが従事するのはほとんどが不安定な仕事である。

図11
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有害な慣行を含む暴力

女の子と女性が家だけでなく支援制度も失い、

収入や経済的安定を脅かされ、不安定な環境

へ避難を余儀なくされるなかで、暴力の危険性

は高まる。例えば、アフリカの複数の人道危

機・紛争後の状況下で、COVID-19パンデミック

発生から約1年後に850人超の女性を対象に

実施したインタビューでは、73%がパンデミック

発生後にIPVが増加、51%が性暴力の増

加、32%が早すぎる強制された結婚(CEFMU)
の増加を報告している59。さらに、2019年のパ

ンデミック前の水準と比較すると、世界全体で

把握された女の子の人身取引件数は2022年

に38%増加し、その大半は性的搾取を目的とし

ていた60。また、自宅であっても、必ずしも女の

子は安全だとは限らない。2023年、5万1100人

の女性と女の子、つまり毎日140人の女性と女

の子が、親密なパートナーや他の家族によって

殺害された。フェミサイドの被害者の多くは、以

前にパートナーから何らかの身体的・性的・心

理的暴力を報告していた61。

GBVは、世界中に最も横行する人権侵害

の1つであり、暴力を受けるのは圧倒的に

女性と女の子が多く、その根底にはジェン

ダーに根ざした力の不均衡があり、そこに

有害なジェンダー規範や不十分な法的保

護等多くの要素が重なって拍車がかかって
いる。

GBVの影響は、それを受けた女の子と女性に生

涯にわたって続く。HIV・望まない妊娠・薬物使用・

自殺・うつ病や不安等の精神疾患のリスクが高ま

り、その一方で社会的つながりや結束等、彼女た

ちを保護する力は弱まる。思春期の女の子は対

子どもから対成人女性の暴力まで両方の形で暴

力を受けるが、対応サービスや予防策は子どもと

成人女性を念頭に設計されている場合があり、思

春期の女の子が抜け落ちてしまう恐れがある58。

暴力と有害な慣行は、文化に深く根付いたジェン

ダー規範・経済的不安・貧困を背景に複雑に絡み

合う要素によって引き起こされる。危機・紛争・避

難は、GBV・児童婚・FGM等の有害な慣習のリス

クと発生率を増加させる。

世界で、15～19歳の思春期の女の子の5人に1人近くが、過去1年間にIPVを経験した。

交際経験のある思春期の女の子(15～19歳)
で、現在/以前の親密なパートナーから、過去12
か月間に身体的/性暴力を受けた者の割合 (国
別) (2015年～2022年) (入手可能な最新値) 
(SDG 5.2.1)
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出典: UNICEF global 
databases、2024年、
MICS・DHS・他の国別
調査に基づく

20

世界全体で、結婚またはパートナー関係を持っ

た経験のある思春期の女の子が生涯でIPVを

受ける割合は約4人に1人に上り、IPVは結婚・

同棲・他の公式/非公式の婚姻関係において

現/元パートナーから受けるあらゆる身体的・性

的虐待と定義されている62。

過去1年間では63、約5人に1人がこうした暴力

を経験している(図12参照)。 過去1年間の発

生率は国毎に大きく異なり、これはIPVにはあ

る程度人生と切り離せない側面があるという

わけではなく、むしろ減少させて最終的には防

止できるものであることを示している。南アジ

アとサハラ以南のアフリカは同程度(19%)であ

る。後発開発途上国では、その割合は思春期

の女の子の4人に1人にまで上がる。さらに、

直近データが存在する国々では、カンボジア

やセネガル等の国ではそれが5%未満である

のに対し、リベリア・パプアニューギニア・キリ

バス等の国では50%を超えており、大きな開

きがみられる。

図12
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夫による妻の殴打が正当化される

か否かに関する思春期の若者の考
え方は、社会がIPVをどの程度受

け入れているかを映し出している。

思春期の若者の間で受け入れられてい

るということは、有害なジェンダー規範

が浸透しているという意味であり、暴力

を受けた既婚の女の子が公式/非公式

に支援を求めることも、未婚の女の子が

健全で公平な交際関係をともに見つけ

ていくことも困難であることを暗に示して

いる。世界全体で15～19歳の思春期の

女の子と男の子の約3人に1人が、以下

の状況に少なくとも1つ当てはまれば夫

が妻を殴ることは正当化されると考えて

いる： 妻の料理の失敗・口論・無断外

出・育児放棄・性的関係の拒否(図13参

照)。南アジアでは、この考えを持つ思

春期の男の子は女の子よりも多く(40%
と36%)、一方、サハラ以南のアフリカで

は、逆に、IPVを正当化する思春期の女

の子は41%で、男の子の33%よりも多

い。

IPVは正当化されると考える思春期の女の子と男の子の割合は、世界全体でほぼ同じだと思われる。

出典: UNICEF global databases、2024年、MICS・DHS・他の国別調査に基づく

注: データ不足のため、地域別集計が算出できない地域は示していない。ラテンアメリカ・カリブ海、および中東・北アフリカの男性の地域別
集計は、データが不十分であり算出できなかった。具体的に挙げられた理由は、妻の料理の失敗・口論・無断外出・育児放棄・性的関係の
拒否等であった。

思春期の若者(15～19歳)のうち、夫が妻を殴打するのは状況によって正当化できると

考える者の割合 (男女別・地域別) (2015年～2022年) (入手可能な最新値)

ラテンアメリカ・
カリブ海
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こうした違いは、暴力的な行動自体が

男の子と男性に特有のものでもなけれ

ば、この社会規範も手に負えないもの
でもなく、むしろ(対処次第で)形を変

え、時間とともに変化しうるものである

ことを示している。

35
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*性暴力には、接触型(レイプや性的暴行等)と非接触型(言葉に
よるもの、ネット上での虐待等)の両方が含まれる。 United 
Nations Children’s Fund、When Numbers Demand Action: 
Confronting the global scale of sexual violence against 
children、ユニセフ、ニューヨーク、2024年

性暴力

世界に現在生存する5,000万人の女の子が、すでに性暴力*の経験を持つ。

TFGBVは、特に思春期の女の子にとって新たな危険である。

国際比較可能な信頼性の高い女の子

の性暴力被害に関するデータは乏し

く、男の子の場合はさらに少ない。

世界全体で10カ国中6カ国に、女の子へ

の性暴力に関する国レベルのデータがあ

るのに対し、男の子に関しては6カ国中1
カ国のみである64。しかし最近の推定で

は、世界全体で現在生存している6億

5000万人の女の子と女性が、子ども時代

に性暴力を経験しているという: すでに被

害経験を持つ女の子は 5000万人で、6億

TFGBVは現在急速に拡大中の調査

分野であり、思春期の女の子ばかり
がTFGBVの標的になっていることを

示す証拠がある67。

テクノロジーやデジタルプラットフォーム

が、特に思春期の若者の間で日常生活の

大部分を占めるにつれ、限りない機会が

広がる一方で、こうした空間は虐待やセク

シュアル・ハラスメントの温床となる。テクノ

ロジーが多くの場合匿名性を伴って広く利

用されるにつれ、そうした形態の暴力の規

模・持続性・深刻度は高まり、それとともに

人は子ども時代に暴力を受けた成人女性

である65。6億5000万人のうち、3億7000万

人は子ども時代にレイプや性的暴行を受け

ている。思春期の女の子とユース女性の被

害が特に多いが、男の子も多数被害に遭っ

ている: 今日既に被害に遭った男の子は

4000万人近いと推定される66。

規制や対応が困難になる68。TFGBVは、

女の子と女性の生活に深刻な影響を与

え、彼女たちが社会の中で有意義な関与

を深める上で重大な影響を及ぼしかねな

い69。TFGBVによって、女の子は社会活

動や、現時点ですでに同年代の男の子に

比べて利用が進んでいないデジタルプ

ラットフォームへの参加が阻まれ、さらに

はネット上であるなしにかかわらず、意見

を発するのを控え、他者との関わりを自ら

避けるようになる可能性がある。

多くの場合、他者とのつながりやコミュニティ

の機会を提供するツールとなるテクノロジー

だが、思春期の若者の場合はリスクをはら

む。デジタルプラットフォームが拡大するな

か、TFGBVの広がりをもっとしっかりと把握

できるようTFGBVに関する統一した概念と

対策だけでなく70、デジタル空間を思春期の

女の子を含む皆にとって包摂的で安全な空

間とするための、より強力な保護メカニズム

と安全なテクノロジー・デジタルリテラシープ

ログラムが至急求められている。
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FGMの慣習は減少しつつあるが、その進展には数十年を要している。

有害なジェンダー規範に深く根ざし
たFGMの慣行は、感染症・不妊症・

不安・うつ病・PTSD等の精神疾患

等、長期にわたって女の子の身体と

精神に影響を及ぼす重大な権利侵

害であり、出産時の合併症も招く。

FGMの施術が行われている多くの国で

も、FGMが日常的に行われることは

徐々になくなってきているが、FGM実施

率が以前と変わらない国もある。過去

30年間に一定の前進を遂げている国で

は、15～19歳の思春期の女の子が

FGMの施術を受ける割合率は、1990
年代初頭の47％から現在では33％へ

と、14％減少した(図14参照)。だ

が、2030年までに撲滅するというSDG
の目標達成には、減少率を27倍加速さ

せなければならない。さらに、毎年約

400万人の女の子がFGMの施術を受

けており、FGMが数多く行われている

31カ国での女の子の出生数は今後も

急速に増加することが予想されるた

め、FGMが撲滅されない限り、将来さら

に多くの女の子がFGMのリスクにさらさ

れることになる。しかし、前進は可能で

ある。ベナン・ブルキナファソ・エチオピ

ア・イラク・ケニア・リベリア・モルディブ・

ナイジェリア・シエラレオネ・タンザニア

状況が進展している国々の思春期の女の子(15～19歳)で、FGMの施術を受けた者

の割合 (1993年～2023年) (SDG 5.3.2)

47

33
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出典: UNICEF global databases、2024年、MICS・DHS・他の国別調査に基づく

注: 値は、FGM実施率に関する国レベルのデータを収集し、過去30年間に実施率に統計的に有意な減少が認められた22カ国の、人
口加重平均のFGM実施率を表す。

は、過去30年間にFGM実施率を半減また

は最低30%は減少させる等、目覚ましい

前進を遂げた71。

そしてFGM経験者の4人に1人

は脆弱な紛争下におり、それらで
は人口増加も著しい。

脆弱な環境に人口増加が重なること

で、教育・保健サービスの圧迫・危機

対応へのリソースの転用が生じ、ジェ

ンダー不平等に取り組むプログラムの

進行が妨げられ、FGM撲滅への取り

組みは一層困難になる72。

図14
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世界で、過去25年間で児童婚が行われる割合は減少したが、今も何百万人もの女の子が子どものうちに結婚している。

児童婚は女の子が子ども時代を生き

る権利を侵害し、思春期の女の子の

健全な大人への移行を脅かす。  

児童婚が行われる割合の高い国で

は、IPV(親密なパートナーからの暴力)の
発生率も高いことが判明している73。児童

婚は女の子を家族・友人から孤立させ、コ

ミュニティに参加する機会を奪い、彼女た

ちの身体的・心理的ウェルビーイングに

大きな犠牲を強いる。児童婚の撲滅は必

ず達成しなくてはならないが、既婚の女の

子が保健・保護サービス・教育等必要な

サービスと支援を確実に受けられるよう、

仕組みも整備すべきである。

過去25年間で、18歳未満で結婚する女の

子の割合は、ほぼ4人に1人から5人に1人

に減少した(図15参照)。

出典: UNICEF global databases、2024年、MICS・DHS・他の国別調査に基づく

世界
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ユース女性(20～24歳)で、18歳未満で初婚または婚姻関係にあった者の割合 (地域別) (1998年～2023年) (SDG 5.3.1)

しかし、その前進のほとんどは富裕層

の家庭の女の子に関してみられ、こう

した女の子が回避できた児童婚の件
数は、最貧困層の家庭の女の子の3
倍に相当する74。

地域別では、南アジアで最も進展が見ら

れ、女の子の児童婚のリスクは過去25年

間で54%から26%に半減した。この前進

を牽引したのはインドだが、現在生存中

でインドに暮らす女の子と女性の3人に1
人が子ども時代に結婚しており、その数

は次に多い10カ国を合わせた数に等しい
75。サハラ以南のアフリカでははかばかし

い進展は見られず、現在では南アジアを

上回り、児童婚が行われる割合が最も高

い(31％)。ラテンアメリカ・カリブ海で行わ

れる児童婚は、女の子がパートナーと暮

らす非公式な婚姻形態をとる場合が多

く、過去25年間で進展はみられない。現

在、同地域のユース女性の21%が18歳

未満で結婚/婚姻状態にある。

図15
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児童婚と早すぎる出産は密接に関係している。
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ユース女性(20～24歳)で、18歳未満で出産した者の割合 (結婚年齢・国別)
(2019年～2023年) (入手可能な最新値)

18歳未満で結婚する女の子は思春

期に妊娠する可能性が高く、児童婚

をした結果妊娠する場合もあれば、

妊娠したから児童婚をする場合もあ

る。

直近データが存在する49カ国では、児

童婚をした女の子が早すぎる出産をす

る例は非常に多い。ただ、どの国でも

差がかなり見られる(図16参照)。例え

ばチャドでは、子ども時代に結婚した20
～24歳のユース女性の71%が子ども

時代に出産しており、一方、18歳以上

で結婚した20～24歳の女性では、わず

か3%である。アフガニスタンでは、それ

ぞれ55%と2%である。だが、未婚の思

春期の女の子の出産率が依然高い地

域もあり、例えば、シエラレオネでは、

ユース女性の5人に1人が18歳未満で

出産しているが、結婚は18歳以上にな

るまでしていない。

児童婚の撲滅:
インドにおける目覚ましい変化

過去30年にわたり、インドは児童婚撲滅のた

めの具体的措置を講じており、2016年以

来、15の州がUNFPA-ユニセフのGlobal 
Programme to End Child Marriageの支援を

受けている。過去10年間の女子教育・貧困解

消・前向きなジェンダー規範の推進・社会サー

ビス/司法/執行制度の強化等の取り組みが実

を結び、児童婚が行われる割合は劇的に減少

した76。しかし、インドでは依然、女の子の23%
が18歳未満で結婚しており、進展がみられな

い州もあり、的を絞った戦略を立て、社会的・

経済的に困難な状況下にあるコミュニティを支

援する必要性が明白になっている。

Advika: インド・オリッサ州の児童婚撲

滅に向けた独自の取り組み

2020年にオリッサ州政府がユニセフとUNFPA
と共同で開始したAdvika(「唯一無二の私」)プロ

グラムは、児童婚の防止に向けて社会を変革

する取り組みである。10～19歳の子ども830万

人が暮らすオリッサ州では、インドで報告される

児童婚の20.5%が行われており、19歳までに母

親になる思春期の女の子は7.6%に上る。

同プログラムでは、教育・スキル・リーダーシッ

プ研修・コミュニティ参加を通じ、これらの問題に

取り組んでいる。子どもの権利・保護・ライフス

キル・キャリア準備について研修を受けた

(Sakhi-SahelisとSakha-Bandhus)と呼ばれるピ

ア・リーダーたちがジェンダー平等の推進役を

務め、2023年には、不就学の思春期の若者23
万人が職業・教育支援を受けた。このプログラ

ムでは、児童婚・人身取引・虐待の撲滅に向

け、30万人のピア・リーダーをはじめ現場で活

動する44万8000人を対象に研修を実施した。

その効果は目覚ましく、2024年までに支援

を受けた思春期の若者は250万人を超え、1
万1000超の村が児童婚の撲滅を宣言。一

年だけで950件の児童婚を未然に防いだ77。

図16
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健康と栄養

北京行動綱領が採択された1995年、15
歳の女の子の寿命は世界平均で74.6歳と

推定されていた。今日では、平均寿命は

79.1歳(4.5年延長)と推定され、同年齢層

の健康とウェルビーイングにおける一定の

改善がうかがえる。適切なリソースと機会

が与えられれば、彼女たち一人一人が自

身の生活とウェルビーイングについて意思

決定を行い、夢を追求し、家族・コミュニ

ティ・社会全体の未来を創造する可能性を

発揮できる。しかし、リソースと機会は平等

に分配されておらず、常に直線的に前進

するとは限らない。1995年以降、全所得

層における15歳の女の子の平均寿命は

延びたが、特に低所得国では、子ども時

代以後の女の子の健康とウェルビーイン

グに関する課題は依然として山積してい

る。

低所得国の思春期の女の子にとって

この事実は、女の子の不平等につい
て各国間に存在する差がこの30年間

で埋められなかったことを示している。

事実、低所得国に現在生存中の15歳の

女の子の平均寿命は、30年前の高所得

国の思春期の女の子より短い(平均8.1年

短い)。そして、高所得国に現在生存中の

同年齢の女の子よりも彼女たちの平均寿

命は12年短い(72.3歳対84.5歳)。

+ –+ –

出典: United Nations Department of Economic and Social 
Affairs - Population Divisio、「World Population Prospects 
2024」

注: 平均寿命は、15歳の女性の集団を仮定し、その集団が以後の人
生の各年の死亡率の影響を受けると想定した場合に予測される平均
余命に基づき算出される。
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2010年以降、思春期の女の子への子宮頸がん予防接種は進んでいるが、現状、世界でHPVワクチンを最低1回接種した

思春期の女の子は5人に1人にとどまり、活動の加速化が求められている。

出典: WHO/UNICEF estimates of HPV immunization coverage、2023年改訂版

報告年度に15歳になった思春期の女の子で、9～14歳の間に1回でもHPVワクチンを接種したことのある者の割合 (地域別)
(2010年～2023年)
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HPVは、子宮頸がんを含む数多くの

がんの原因となると言われるウイルス

感染症であり、子宮頸がんは、世界全
体でがんで死亡する女性に4番目に

多いがんである78。

世界全体で、最も有効性の高いワクチン

の一つであるHPVワクチンを9～14歳の

間に最低1回接種した15歳の思春期の女

の子の割合は、2010年～2023年で3%
から20%に増加した(図17参照)。過去10

年間で最も前進したラテンアメリカ・カリブ

海では、現在、15歳の思春期の女の子の

4人に3人が、最低1回は予防接種を済ま

せている。一方、南アジアと中東・北アフリ

カでは、ほぼ前進がみられず、最低1回は

予防接種を済ませている15歳の女の子

は、それぞれ1％と2％である。

さらに調査データを見ると、COVID-19
パンデミックで、多くの女の子が予防接

種を受ける学校が閉鎖されたことも影

響し、東アジア・太平洋、ラテンアメリカ・

カリブ海、サハラ以南のアフリカでは、
元々低かったHPVワクチン接種率がさ

らに後退したことが判明した79。

HPV Plus: バングラデシュの女の子に良質なサービスを

HPVワクチンは、子宮頸がん撲滅に必須

の、重要な救命手段である。世界保健機

関(WHO)は、9～14歳の女の子へのワク

チン接種を推奨しており、がん予防の他に

も、HPVワクチン接種は、栄養支援等他の

支援が届きにくい女の子にそうしたサービ

スを提供する機会となる。だが、供給物資

不足・貧困・人びとの不信感等の障壁が、

多くの国での前進を妨げている。

ユニセフは2023年にHPV Plusプログラム

を開始し、2025年までに世界の8600万人

の女の子のワクチン摂取を目指すGaviの
HPV活動と連携し、2025年までに21カ国で

のHPVワクチンの導入と拡大を支援するた

めに1000万ドルを投資した。

同プログラムは、女の子への提供を拡大す

るため既存の医療制度を活用し、女の子と

女性が主導する組織とつながって、技術援

助と支援を提供している80。

子宮頸がんが女性のがんの中で2番目に多

いバングラデシュでは、ユニセフのHPV 
Plusプログラムが2024年に大きな成果を上

げた。バングラデシュで同キャンペーンは、

全体で93%の普及率を達成し、520万人の

女の子が予防接種を受け、HPV Plus試行

プログラムでは、保健省の承認を得て、最も

脆弱な女の子に包括的な思春期の健康と栄

養支援を提供した。ユニセフは、1752人の

医療従事者の研修を支援し、29万1,939人

の思春期の若者に支援を展開し、12万4000
人超の女の子に予防接種を行った。ピア・

リーダー1,098人、思春期の若者クラブのメ

ンバー2640人、教師1345人が研修を受

け、7万3871人の思春期の若者が210の学

校とマドラサ(イスラム教の教育施設)で予防

接種を受けた。思春期の健康に関するウェ

ブサイトとアプリは、HPV関連情報を盛り込

み、2024年は150万回閲覧された。Child
Helplineが主要サービスを提供し、メンタル

ヘルスの支援は12万3288人に実施された。

コミュニティを基盤とする19の組織との連携

により、売春の危機に瀕する2353人の脆弱

な思春期の若者へのワクチン接種を実現

し、また、コミュニティを基盤とする33の組織

の指導者、脆弱な思春期の若者とユース女

性600人を対象とした研修を実施した。これ

は、費用対効果の高い形で女の子のニー

ズに応え、彼女たちの権利を推進するため

には、どんな多部門的対応が最も有効であ

るかを理解する上で、貴重な学習経験と

なった。

図17
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15～19歳の女の子の思春期の出産率は、過去30年間でほぼ半減したが、サハラ以南のアフリカとラテンアメリカ・カリブ

海では高止まりしている。

思春期の出産率(15～19歳の女の子1,000人当たり

の出産数) (地域別) (1995年～2025年) (SDG 3.7.2)
思春期の出産率(10～14歳の女の子1,000人当たりの出産数) 
(地域別) (1995年～2025年) (SDG 3.7.2)
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早すぎる出産、思春期の妊娠・出産は深刻

な結果を招く恐れがある。世界全体で死亡

する15～19歳の思春期の女の子のおよそ

23人に1人が妊娠・出産による合併症で命

を落としており、2020年の推定値では、15
歳の女の子が母胎の問題でその後死亡す

る可能性は、210人に1人だった82。

妊娠・出産は、女の子が思春期から成

人へと健康的に成長していくはずの歩

みを狂わせる恐れもある。多くの女の
子が、妊娠すると中途退学を迫られ/強
制され、それが学習機会に影響を与

え、労働市場に入って成人後にディー

セント・ワークに就く機会を奪われる可

能性がある。

世界全体で、最貧困層の20～24歳の女性

は、最富裕層の同年代の女性と比べ、18
歳未満で出産する可能性が3.7倍高83、こう

した女の子は元々貧困家庭出身である可

能性が高いため、早すぎる出産は、彼女た

ちの経済的不利を一層悪化させる。

また、スティグマを受けたり、家庭・コミュニ

ティでの立場が悪くなる等、妊娠・出産が

女の子に社会的な負の影響を及ぼすこと

もある。思春期の望まない妊娠、特に未婚

の場合は、CEFMUの場合と同様、家族・

同世代の仲間・パートナーからの拒絶や暴

力につながりかねない。

思春期の母親は、シングルマザーになる

可能性も高い。25歳未満の若いシングル

マザーがひとり親世帯の世帯主である割

合は、世界全体で3%である。比較的小さ

い割合ではあるが、これは極めて脆弱な

ユース女性約380万人、その多くは17歳未

満がたった1人で子どもを育て、生活して

いることを意味する84。

世界全体で、15～19歳の思春期の女の子

1,000人当たりの出産数は、この30年間で

73件から38件にほぼ半減した(図18a参
照)。とはいえ、2025年に15～19歳の思春

期の女の子約1,200万人が出産すると予

想されている。最も前進がみられるのは南

アジアで、1995年は15～19歳の女の子

100人中13人が出産していたが、現在は

100人中2人となった。その一方で、1995
年に思春期の女の子の出産率が南アジア

と同程度だったサハラ以南アフリカは、南

アジアと同じスピードで思春期の出産率を

下げることができていない。今日、サハラ

以南のアフリカでは、15～19歳の思春期

の女の子の9人に1人が出産している。ま

た、この地域では思春期の女の子の出生

率は過去30年間で低下したが、人口増加

により、思春期の女の子の実際の出産件

数は増加している。

妊娠による影響がさらに深刻な10～14歳
の思春期の女の子では、2025年には32万
5,000人超が出産すると予測されている。

思春期のこの年齢層の出産率は1995年
以降、全地域で低下しているが、ラテンアメ

リカ・カリブ海とサハラ以南のアフリカでは、

思春期の出産率(10～14歳の女の子

1,000人あたりそれぞれ2人、3人)が依然、

世界平均(10～14歳の女の子1,000人あた

り1人)を越えている(図18b参照)。

出典: United Nations Department of Economic and Social Affairs – Population Division、「World Population Prospect 2024」

図18a 図18b
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多くの思春期の女の子にとって妊娠

は、計画したものでも望んだものでもな

い。 

女の子が効果的な避妊法を学習して利用

するには、費用だけでなく、スティグマ・正

確で有用な情報入手の困難さ・副作用の

懸念・自立した意思決定をする力が乏しい

等、様々な障壁がある。だが、支援・手段・

リソースがあれば、思春期の女の子は自

身の健康に関して決定を下すことができ

出典: United Nations Department of Economic and Social Affairs – Population Divisionの調査データ(「World Contraceptive 
Use 2024」)から算出された集計値

注: 近代的な避妊法には以下が含まれる: 女性/男性の不妊手術・子宮内避妊器具・インプラント・注射薬・経口避妊薬・男性用/女性

用コンドーム・膣内避妊器具(ペッサリー・子宮口キャップ・殺精子剤フォーム/ゼリー/クリーム/スポンジ等)・授乳休止法・緊急避妊法・

他の個別報告がない近代的な避妊法(避妊パッチ・膣内リング等)。

必要な家族計画を近代的な方法で行うことができている思春期の女の子(15～19歳)の割合 (地域別) (1995年～2025年) (SDG 3.7.1)
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思春期の女の子の家族計画の利用率は、過去30年間で25%上昇したが、多くの女の子のニーズは満たされないままだ。

85

る。彼女たちが出産を回避、あるいは時期

を遅らせるためのニーズに応えるには、こう

したすべての障壁に挑む必要がある。

世界で、近代的な方法で家族計画を行う

ニーズが満たされている15～19歳の思春

期の女の子の割合は、過去30年間で38%
から63%に上昇した(図19参照)。1995年以

降、全地域で思春期の女の子のニーズが

満たされている割合の上昇が見られる一方

で、地域間には大きな差がある。中東・北ア

フリカ、南アジア、サハラ以南のアフリカで

は、着実な伸びが認められるものの、近

代的な避妊法を求める思春期の女の子

のニーズが満たされている割合は2人に

1人未満だ。これに対し、ラテンアメリカ・

カリブ海では4人に3人、北アメリカ、ヨー

ロッパ・中央アジアでは80%超に達して

いる。

図19

女の子が学校に通うことは、思春期の

出産率の低下につながる。 

例えばケニアの地方では、COVID-19で通

学できなくなった思春期の女の子

は、COVID-19パンデミック以前に卒業した

女の子に比べ、中等教育修了前に妊娠す

る可能性が2倍になった。

また、そうした女の子は、中等教育時代に

COVID-19を経験しなかった女の子と比べ、

初めてのセックスが望んでしたものではな

かったと答える傾向も2倍だった85。ケニア・

ルワンダ・ウガンダ・タンザニアでの調査で

は、支援の困難な地域に住み、パンデミック

の初期に中途退学した思春期の女の子の

56%が現在/最近まで妊娠していたことが判

明した。貧困・利用可能なサービスの欠如・

社会的スティグマ・法的制限が、思春期

の女の子の抱える困難を一層深刻化さ

せている86。
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データの存在する大部分の国で、既婚の思春期の女の子が自身のSRHについて決定を下すことはほぼない。

既婚の思春期の女の子(15～19歳)で、自身の生殖に関する健康について情

報に基づいた意思決定が行える者の割合 (国別) (2015年～2024年)
(入手可能な最新値) (SDG 5.6.1)
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出典: UNICEF global databases、2024年、MICS・DHS・他の国別調査に基づく

注: 思春期の女の子が、自身で情報に基づく決定を下しているとみなされる条件を以下に挙げる: 1)単独または夫やパートナー
と共同で、自身への医療を決定する; (2)単独または夫やパートナーと共同で、避妊法の使用/不使用を決定する; (3)夫やパート
ナーとの性交渉を拒否できる。

データの存在する47カ国中37カ国(図20
参照)では、現在既婚/パートナーのいる

15～19歳の思春期の女の子で、自身の

医療に関する意思決定ができる、避妊を

するか否かの選択ができる、セックスを拒

否できる等、自身のSRHについて情報に

基づく決定をしているのは、2人に1人未

満だった。割合が最も低かったのはセネ

ガルで、情報に基づく決定を行なっている

女の子はわずか2%であった。一方、最も

高かった国はフィリピンで、思春期の女の

子の77%が情報に基づく決定を行なって

いた。

思春期の女の子と男の子が、自身の身

体・性的活動・人間関係に関し、自律的

かつ健全な判断を下すための知識・スキ

ル・能力を確実に身につけ、性や思春期

の妊娠に関するタブーや有害な迷信・規

範に挑むために、包括的性教育(CSE)を
受ける機会の提供は、極めて重要な要素

である87。

定義: CSE   

CSEは、性の認知的・情緒的・身

体的・社会的側面について、カリ

キュラムに基づく教育と学習を行
うプロセスである。CSEは、子ども

とユースが、自身の健康・ウェル

ビーイング・尊厳を実現し、互いを

尊重する社会的・性的関係を築

き、自身の選択が自身と他者の

ウェルビーイングにどう影響する

かを考え、自身の権利を守るとは

何かを理解し、生涯を通してそれ

を実現できるよう、彼らをエンパ

ワーする知識・スキル・態度・価値

観を身につけさせることを目指し

ている。それは年齢と発達段階に

適したものでなければならない88。

図20



健 康 と 栄 養 45

「私は、過ちを犯さ

ないように、もっと

学びたいです。再

び過ちで妊娠しな

いよう、何をすべき

かを知りたいで

す」。

- Ayomide* (17歳、
トーゴ) 2024年

「大抵の親は、そう

いう類のことにため

らいがあるし、娘に

教えられるほどの
知識もない…私た

ちは、そういうこと

についてあまり知ら

ないのです」。

- Justineの母 (ウガンダ)
2021年

プラン・インターナショナルが長期にわたる

変化についてまとめた質的調査報告書「現

実の選択、現実の生活」は、月経・10代の

妊娠・関連テーマに関する情報を含め、思

春期の女の子がCSEを受ける機会とその

実態について世界9カ国で調査し、独自の

視点で考察している89, 90 。同報告書は、情

報の入手と活用について世代間で著しい

変化が見られることが明らかになり、早す

ぎる妊娠率を下げるためには、世代を超え

た健全な対話がすすむよう、保護者が質の

高いCSEを受ける機会を持つ重要性が浮

き彫りになった91。

調査対象家族の間では思春期の妊娠率は

低下しており、今後に期待が持てる。ベナ

ン・ブラジル・ウガンダ・エルサルバドルの4
カ国では、ほとんどの女の子の母親が18歳

未満で出産しており、中には13歳で出産し

た母親もいた。ベナン・ブラジル・ウガンダで

は、調査対象の女の子で18歳未満で出産

した者はおらず、初めての妊娠の年齢に前

向きな変化がみられた。エルサルバドルで

も、思春期の妊娠率低下に明らかな進展が

みられた。女の子の母親は全員18歳未満、

多くは13～15歳で出産しており、女性だけ

の世帯のシングルマザーである場合も多

かったが、調査対象の女の子12人のうち18
歳未満で母親になったのは2人だけだった。

女の子は、次の世代での思春期の妊娠を

減らすために重要な要素として、以下を挙

げた: 1) 女の子がより長く学校に通い続

け、学校で CSEを受ける機会を増やす(学
校で正式な CSEを受けた母親はわずか

10%だったのに対し、調査対象の女の子

は半数超が学校で CSEを受けていた); 2) 
女の子が、保護者・友人・インターネット・市

民社会組織が主催するワークショップやセ

ミナー等から、積極的に保健に関する情報

を入手する。

だが、思春期の妊娠率の低下には調査対

象家族間で依然、進展に差がみられ、ドミ

ニカ共和国とトーゴでは、早くに母親となる

ということが世代間で繰り返されている。多

くの女の子は母親と同じ道をたどり、13歳

でもCEFMUに至る割合が高く、18歳未満

で母親となる女の子は19%に上った。半数

を超す女の子が、学校でCSEを受けてい

ないと述べているが、多くは妊娠のため中

途退学している。

多くの女の子が、思春期にさしかかる頃には

情報に基づいた意思決定をするための情報

を得ておく重要性を強調したが、国ごとに違

いが見られた。調査対象の女の子が10代の

妊娠や性感染症を防ぐ方法について受けて

いる教育の内容について、情報が不十分だと

感じると回答した女の子も多く、教育内容に

大きな差がある。

女の子がこうした重要な情報を入手できない

一因として、女の子と親の双方が、女の子と

保護者の間の対話不足を指摘した。月経・生

殖・避妊に関する話題は母親や女性保護者

の役目とされ、父親が娘と性や性徴について

話すことをめぐるタブーの存在が、調査対象

全体から指摘された。9カ国全体で、母親たち

はそうした会話をすることにためらいと気まず

さがあると答えた。母親たちは、CSEを受け

る機会が女の子にとって極めて重要であると

認識する一方、自身の知識不足から、教える

には準備不足だと感じていた。

女の子と母親たちは、この種のテーマについ

て率直に話し合えるようになるために役立つ

と思うことをいくつか提案した。その中には、

保護者がこうした情報を娘に伝えるための知

識を身につけるワークショップや、こうした

テーマについて保護者と女の子が一緒に学

ぶ合同勉強会などがあり、それらが行われれ

ば世代間のより開かれた対話が進んでいくだ

ろう。

*参加者の名前はプライバシー保護のため変更されている。

プラン・インターナショナルの調査報告書「現実の選択、現実の生活」からの抜粋

https://plan-international.org/publications/real-choices-real-lives
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思春期高年齢層の女の子のHIV新規感染者数は過去30年間で減少したが、思春期の若者のHIV感染は深刻な状況

が続いている。
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過去から現在に至るまで、誕生後10
年間のHIV感染には、ジェンダー格

差はほぼ認められない。 顕著な格

差が現れるのは思春期であり、そこ
にはCEFMU・GBV・サービスや情報

の入手と利用における不平等・交渉

力や経済的自律性の欠如等、ジェン

ダー不平等が幅広く影響している。

世界で15～19歳の思春期の女の子の

HIV新規感染者数は、1995年以降

68%減少した(30万5,000人から9万

6000人、図21参照)。しかし、2023年

は、新規感染者10人中3人が思春期

の男の子であったのに対し、7人が思

春期の女の子であった。HIV陽性の思

春期の若者が最も多い地域であるサ

ハラ以南のアフリカでは(約84万人)、
思春期の女の子のHIV新規感染者数

は思春期の男の子の約6倍に上った。

思春期の女の子にとって、予防・

相談・治療サービスへの投資はす

べて極めて重要だが、予防活動

には、男性・男の子・現場職員・保

護者・思春期の女の子自身と協

働する等、コミュニティ全体で部門

を越えて取り組む必要がある。

図21
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2000年、2021年ともに、自傷は思春期の女の子の主な死因の１つであった。

思春期の若者の健康とこころのウェルビー

イングにとって、精神の健康は極めて重要で

ある。思春期の女の子は、ジェンダーに基づ

く差別や暴力・貧困・教育の欠如・児童婚・

母親としての役割・メンタルヘルスサービス

が十分に利用できない等、彼女たちはこころ

の健康を脅かす特有のリスクにさらされてい

る。

特に低・中所得国では、児童婚や早

すぎる望まない妊娠等、女の子に影

響を及ぼす人生の出来事をきっかけ

にうつ病や不安等、こころの健康を損
なう傾向がある。

世界で、15～19歳の思春期の女の子

の身体的・精神的能力を奪う主な原

因はうつ病である92。

そうした女の子の多くが心に重荷を抱え、

静かに内なる闘いを続けながらこころをむ

しばまれた結果が、自傷行為という形と

なって現れ、それが悲惨な結果につながる

こともあり得る。世界で自殺率は思春期の

女の子より男の子の方が高いが、自傷に

走る可能性は思春期の女の子の方がはる

かに高く、子どもが直面している問題を理

解する上でジェンダー分析の重要性は明

白である。

人数 2000 2021 人数

111 1. 他の非伝染性疾患 1. 他の非伝染性疾患 90

89 2. 他の伝染性疾患 2. 自傷 44

62 3. 自傷 3. 他の伝染性疾患 31

58 4.  結核 4. 腫瘍/がん 28

47 5. 他の負傷 5. 他人からの暴力 26

表2  思春期の若者(15～19歳)の死因の上位5つ (男女別) (2000年、2021年)

出典: Villavicencio、Francisco、他、｢Global, Regional, and National Causes of Death in Children and Adolescents Younger than 20 Years: An open data portal with estimates for 2000–
2021｣、Lancet Global Health、第12巻、第1号、2024年1月、pp. e16–e17

注: 非伝染性疾患: 心血管疾患・がん・糖尿病・慢性呼吸器疾患等をはじめとする慢性疾患を指す。

女の子 男の子

2000年～2021年で、15～19歳の思春期

の女の子10万人当たりの自傷による死

者数は62人から44人に減少した(表2参

照)。だが、2021年には2万7000人近くの

女の子が自傷により亡くなった。さらに、

自傷や自殺の深刻な影響が思春期の女

の子に及んでいるにもかかわらず、デー

タは依然、限られている。これまでいつの

時代も自殺は過少報告され、存在する

データの質も、特にリソースが乏しい状況

下では低いままだ。WHOの194の加盟国

中、自殺率の推定に適した良質な登録

データがあるのは80カ国だけである93。こ

れは、思春期の女の子の自傷は、現状の

推定値よりも実際ははるかに大きい規模

で行われている可能性があるということ

だ。

体系的評価とメタ分析から、5人に1
人の子どもと思春期の若者が摂食障

害になったことがあり、女の子と思春

期高年齢層の若者が特に多いことが

判明した94。

また女の子は、心が落ち込む、生き

るのが空しい、楽しく幸せな気持ちに

なれない等、精神疾患の典型的な診

断基準に当てはまらない症状になる

傾向も強い95。世界の大多数の女の

子が、多くの困難に直面しながらも

未来に希望を持ち続けているのとは

対照的だ96。

他のプログラム分野同様、思春期の

女の子のニーズ・経験・女の子が遭

いやすい問題を考慮した上で常にメ

ンタルヘルスサービスが提供されて

いるわけではない。思春期の若者の

間で起きるIPV・児童婚・摂食障害等

のテーマを扱う専門家の育成は、女

の子のニーズにより的確に応える

サービスの提供に役立つ。

学校を基盤としたメンタルヘルス・プ

ログラムによる思春期の若者の不

安・うつ・自殺への取り組みは、高い

投資効果(80年間にわたって、1ドル

投資する毎に22.60ドルの利益)を示

している97。

15歳の女の子
10万人当たり

の死者数

15歳の男の子
10万人当たり

の死者数

人数 2000 2021 人数

117 1. 交通事故 1. 交通事故 77

89 2. 他の伝染性疾患 2. 他の伝染性疾患 71

80 3. 他の非伝染性疾患 3. 他の非伝染性疾患 68

73 4. 他人からの暴力 4. 他人からの暴力 58

72 5. 結核 5. 他の負傷 48
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栄養と女の子・思春期の若者のウェルビー

イングは相互に関連しており、栄養状態の

良い女の子は強い免疫力のおかげで感染

に対抗でき、学業成績が良く、こころの健

康を崩すことが少ない。逆に栄養不良は思

春期の女の子の学習能力と生産性を低下

させ、その結果、成人期に入っても収入が

少なく、既存のジェンダー不平等は深刻化

していく98, 99。

乳幼児期の栄養面のニーズは、男の子と

女の子でほぼ同じだが、急激に身体が成

長し、月経が始まる思春期の女の子は、特

に栄養不良になりやすい。妊娠は、思春期

の女の子とその子どもが栄養不良になるリ

スクを一層高める。例えば、思春期の女の

子のBMIが低い場合、妊娠中の合併症の

リスクが高まり、妊娠中に体重過多になる

と、子どもが将来慢性疾患にかかるリスク

が高まる100。しかし、これまでどの時代で

も、思春期の女の子を対象とした栄養プロ

グラムは、十分に注目されてきていない。

それは、同年齢層を対象とした大部分の取

り組みでは、圧倒的に学校給食の提供に

注力してきたためである。

鉄欠乏性貧血は、10～19歳の思春期

の女の子の障害調整生命の算出で死

や障害で失われた年数につながる主な

要因である101, 102。

思春期の妊娠中の女の子は、自身と胎児

の成長のために2倍の鉄分が必要となり、

特に貧血を起こしやすい。妊娠中の貧血

は、流産・死産・早産・低体重児出産のリス

クを含む、母親と赤ちゃんの死亡率と罹患

率に関連している。

2000年～2023年で最低2時点の貧血の有

病率データがある22カ国中11カ国では、貧

血症状がある15～19歳の思春期の女の子

の割合に変化がなかった(図22参照)。さら

に憂慮すべきことは、5カ国では貧血症状

のある女の子の割合が最低5％上昇してい

ることだ。例えば、ブルンジは貧血症状の

ある15～19歳の思春期の女の子の割合が

2倍以上に増加した(2010年の16%が2016
年には36%に増加)。

栄養は思春期の女の子の健康をつくり、ウェルビーイングを生み出す。

貧血症状のある思春期の女の子の割合は高止まりしており、2000年以降、増加した国もある。

ただし、進展は見られる。例えばマダガスカ

ルは、貧血症状のある思春期の女の子の

割合が2004年の46%から2021年では28%
に低下し、公衆衛生上の問題から除外され

た。しかし、23カ国中10カ国では、貧血症状

のある思春期の女の子の割合が高く、現在

重大な公衆衛生上の問題(有病率40%以

上)となっている。

貧血症状のある思春期の女の子(15～19歳)の割合 (国別) (2000年～2010年、2011年～2023年) (SDG2.2.3)

出典: Demographic Health 
Survey STATcompiler、2025年

注: *貧血症状のある思春期の男の
子の割合の経時的分析にはデータ
が不足していた；「貧血症状」とは非
妊娠女性では <12.0 g/dL、妊娠女
性では <11.0 g/dL と定義される; 
貧血は、症状を示す者の割合が
40.0%以上の場合に深刻な公衆衛
生上の問題とされる(図の縦点線で
示されている)。
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過去30年間で、思春期の女の子の低体重者の割合はわずかに減少した一方、過体重者の割合は増加した。

思春期の若者(10～19歳)の低体重者/過体重者の割合の推移 (男女別・地域別) (1995年～2022年)

出典: CD Risk Factor Collaboration 2022 NCD-RisCに基づくユニセフの分析

注: 中度・重度の低体重とは、WHOの子ども成長基準に準拠し、BMIが中央値より2標準偏差未満である10～19歳の思春期の若者の割合を指す。 過体重とは、WHOの同基準に準拠し、BMIが中央値より

1標準偏差超過である5～19歳の子どもの割合を指す。
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世界全体で、10～19歳の思春期

の女の子の低体重者の割合
は、1995年の10%が2022年には

8%となり、わずかに減少した(図
23参照)。

南アジアでは1995～20022年の間に

最も大きく減少(7%)したが、同地域は

依然、低体重の思春期の女の子が最も

多く(17%、約3000万人)、低体重の思

春期の男の子も最も多い地域である

(22%)。

一方、10～19歳の思春期の女の子の過体

重者の割合は、1995年以降世界全体で9％

から18％と2倍になった(図23参照)。全地域

で増加がみられ、最も増加が著しいのはラテ

ンアメリカ・カリブ海で、30年前は18％だった

が、現在は思春期の女の子の35%が過体重

である。中東・北アフリカ(1995年の20%が

35%に)がそれに続く。思春期の男の子の過

体重率も1995年以降2倍超に増加。増加は

全地域でみられ、世界中のすべての思春期

の若者たちの間で過体重が急速に拡大して

いることがわかる。

図23
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WASHとMHH
2000年以降前進してはいるが、世界で何百万人もの思春期の女の子が基本的なWASHを利用できない環境下で、健康と

ウェルビーイングを脅かされている。

WASHの不備は、すべての子どもに重

大な健康リスクを及ぼすが、特に女の子

の健康・こころのウェルビーイング・移動

にはさらなる影響が及ぶ。事実、安全で

安価な飲料水、そして適切な衛生設備と

環境を誰もが公平に利用できる世界へ

の歩みは、ジェンダー平等と女性と女の

子のエンパワーメントに関するSDG目標

の達成に必須であることは広く認識され

ている103。

全ての出典: WHO/UNICEF JMP 2023 estimates 

1億6,000万人
(27%)

1億2,100万人
(19%)

2億5,900万人
(45%) 
2000 2015 2022

6,100万人
(10%)

3,300万人
(5%)

1億2,500万人
(21%) 

2000 2015 2022

1億9,700万人
(33%)

1億5,600万人
( 25%)

データなし

2000 2015 2022

6,900万人
(12%)

5,500万人
(9%)

1億900万人
(19%) 
2000 2015 2022

2022年、世界で10～19歳の思春期の女の子の4人に1
人(約1億5,600万人)が、基本的な衛生環境下に置か
れていなかった***。

2022年、世界で10～19歳の思春期の女の子のほぼ20人に
1人(約3,300万人)が屋外排泄を余儀なくされた****。

2022年、世界で10～19歳の思春期の女の子のほぼ
10人に1人(5500万人超)が、基本的な飲料水すら利用
できなかった*。

2022年、世界で10～19歳の思春期の女の子のほぼ5人に1
人(約1億2,100万人)が、基本的な衛生設備すら利用できな
かった**。

飲料水の供給

基本的な衛生環境 屋外排泄

基本的な衛生設備

*注: 基本的な飲料水の供給とは、水質のよい供給源から得た飲料水であり、収集時間が順番待ちの時間を含め、往復で30時間以内であるとされる。水質のよい供給源には、配管から供給される水・掘り抜き
井戸・覆いのある井戸・消毒や定期検査などが行われている湧水・雨水・パック詰め/供給された水等が含まれる。

**注: 基本的な衛生設備とは、他の世帯と共用しない改良型設備とされる。改良型衛生設備には、下水管・汚水槽・落とし込み式トイレにつながった流し込み式トイレ等の湿式衛生技術、および床にコンクリート

製の平板を使った乾式落とし込み式トイレ（耐久性が高く清掃が容易な素材で製造）・換気口付き改良型トイレ・床に平板を使った落とし込み式トイレ、コンポストトイレ・コンテナ式衛生設備等の乾式衛生技術が

含まれる。

***注: 基本的な衛生環境とは、家庭に石鹸と水による手洗い設備があることを指す。

****注: 屋外排泄とは、畑・森林・藪・空き地で、または固形廃棄物とともに、人の排泄物を捨てることを指す。

2000年～2022年で、10～19歳の思

春期の女の子5,400万人が基本的な

飲料水を入手できるようになった

が、2022年に、ほぼ10人に1人の思

春期の女の子(5,500万人)が未だ入

手できず、その大多数はサハラ以南

のアフリカにいた104。
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出典: United Nations Children’s Fund, Adolescent Girls’ Access to Water, Sanitation & Hygiene: Data Snapshot and 
Recommendations for Gender-Responsive Actions、ユニセフ、ニューヨーク、2023年

注: 本図は、最低5%の世帯が水汲みをするというデータが存在する国を抽出している。

水汲みに費やす時間 (男女別・年齢別・国別) (2017年～2021年) (入手可能な最新値)
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水汲みに費やす１日あたりの時間(分)

水汲みは思春期の男の子よりも思春期の女の子が担当し、成人後もこうした役割を担うよう刷り込まれる傾向が強い。

飲料水がない家庭では、水汲みは多くの場

合女性と女の子が担わされる。

水の供給がない10世帯中7世帯で、水汲み

は、15歳以上の女性と思春期の女の子の役

目とされている105。31カ国の世帯調査データ

の分析で年齢別に細分化すると、10歳未満

の女の子と男の子が水汲みを主に担う世帯

はほとんどないが、思春期になると、水汲み

は極めてジェンダー的な役割になることがわ

かる。20カ国で、思春期の女の子が水汲みを

担う割合は男の子より高く、また、水汲みに費

やす時間も男の子よりも長い。さらに、一部の

国では女の子が水汲みに費やす時間が成人

男性よりも長い(図24参照)。水汲みに多くの

時間を割くことは、女の子の就学に影響を及

ぼしかねない。

例えばネパールの地方では、水汲みにか
かる時間が往復で1時間延びる毎に、女

の子が小学校を修了する可能性が約17%
低下する106。

また、女の子が受ける不利がわずかだとして

も、彼女たちは家事は女性と女の子がするも

のだと刷り込まれ、彼女たちが教育を継続し

たり成人して働き始めることもできなくなる恐

れがある。

同様に、手洗い設備を利用できないことは、

世界の多くの国で、主に育児や家事を担う/
担う母親を手伝う可能性が思春期の男の子

より高い思春期の女の子に、不平等な影響を

与えている。2015年107～2022年で、4,000万

人超の思春期の女の子とその家族が基本的

な衛生環境下で生活できるようになった

が、2022年時点で、世界の思春期の女の子

の4人に1人(1億5,600万人)はできていない。

基本的な衛生設備の利用に関しても前進が

みられ、2000年～2022年で約1億3,800万人

の思春期の女の子が利用できるようになった

が、2022年時点で、世界で約5人に1人の思

春期の女の子(1億2,100万人)が依然、利用

できていない。

衛生設備がなければ、思春期の女の子は屋

外排泄をせざるを得ず、合併症はもちろん、

人目につかない排泄場所を探すために身体

的攻撃や性暴力を受けるリスクにもさらされ

る。世界全体で、10～19歳の思春期の女の

子が屋外排泄を行う割合は2000年以降16％

減少したが、2022年時点で屋外排泄を行う

思春期の女の子は3,300万人近くに上った。

これらのデータを見ても、各家庭で安全に管

理された飲料水が利用できる環境が広がれ

ば、外に水汲みにいく負担を大幅に減らすこ

とができ、女の子の健康とウェルビーイングに

好ましい影響を与える。さらに、学校に基本的

なWASH設備を整えることは、女の子が学

び、活躍できる安全で健康的な環境をつくる

上で極めて重要な投資である。現在、77%の

学校に基本的な飲料水供給設備、78%に基

本的な衛生設備が整い、67%が基本的な

衛生環境にあるが、サハラ以南のアフリカ

では、基本的な飲料水供給設備があるの

は半数未満(49%)、基本的衛生設備が整っ

ているのは50%、基本的な衛生環境にある

学校は5校中2校(37%)のみである108。

図24
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何百万人もの思春期の女の子が、月経中に学校や仕事に参加したり、余暇を楽しむことをあきらめている。

思春期の女の子は、月経衛生施設/
用品/情報が整い、スティグマとタ

ブーのない社会に支えられて生活で

きる環境を求めている。月経に関す

るニーズが満たされなければ、彼女

たちは重要な教育・社会・経済的機

会を活かせない可能性がある。

2016年～2022年で、直近の月経期間に

学校・仕事・社会活動への参加をあきら

めた15～19歳の思春期の女の子は、41
カ国で1,000万人超に上る(図25参照)。
それら41カ国のうち32カ国では、15～19
歳の思春期の女の子の10％以上が、直

近の月経期間に学校・仕事・社会活動に

参加しなかった。ガンビア・アルジェリア・

中央アフリカ共和国・チャドでは、3人に1
人の女の子が直近の月経期間に不参加

であった。

思春期の女の子(15～19歳)で、直近の月経期間中に、学校・仕事・社会活動に参加

しなかった者の割合 (国別) (2016年～2022年) (入手可能な最新値）
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出典: UNICEF global databases、2024年、MICSに基づく

図25



W A S H と M H H 53

「月経中は長いときは7日間家にいて、

授業を休んでいました。月経のことを人

前で口にする文化はなく、それはタブー

でした」。

エチオピアの女の子のために変革を続ける
学校のWASH・MHHプログラム

学校で誰もがWASH設備を利用できる環境づくりは前進している

が、月経をめぐる欠席は依然多くみられ、特にアジアとアフリカの思

春期の女の子に顕著である。MHHへの投資は、女の子の健康・

ウェルビーイング・安全を劇的に改善し、就学能力の向上に直結す

る109 。だが、月経衛生教育を実施する学校はわずか39%で、女子

トイレにサニタリーボックスがある学校は3分の1未満、何百万人も

の女の子が、月経用品や清潔な個室トイレ等の必需品の不足した

状況に置かれている110。

変革を推進、1校ずつ、そして大陸全土へ

ユニセフとパートナーは、サハラ以南のアフリカの36カ国でWASH
プログラムを通じてこれらの課題に取り組んでおり、約1万3000校

に基本的なWASH設備を導入した。さらに、24カ国でMHH活動を

通して、1600万人超の女性と女の子を支援した。

2022年以降、エチオピアの538の学校とコミュニティでは、15万

7000人超の女の子と女性が、月経用品・水・月経に配慮したトイレ

の利用、必要な際の休憩場所の設置等、包括的な月経衛生サー

ビスを受けた。女の子も男の子も、学校のジェンダー・クラブに加入

し、そこで月経について学ぶ。

ユニセフの取り組みは、女の子の授業出席率を改善し、女の子が

尊厳を取り戻す力になった。ユニセフは、女の子が学校を休まずに

通い続けて可能性を最大限発揮できるよう、エチオピアとサハラ以

南のアフリカでMHHに配慮した学校を1校ずつ増やし、大陸全土に

拡大していくという使命を掲げ、取り組みを続けている。

- Workalem Weshkaro (女の子、Anka小学

校、南部諸民族州、エチオピア) 111
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思春期の女の子の
ウェルビーイングの柱
となる特定の

SDG目標の達成に
必要な進捗を評価する
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本セクションでは、思春期の女の子
を対象とした特定のSDG目標達成

に向けた各国のこれまでの成果と求

められる取り組みについて分析した

結果を示す。

ここでは、これまでの進捗を示す証拠と

照らし合わせる形で進捗評価を行い、目

標達成に必要な取り組みを導き出してい

る112。つまり、SDG目標達成までの距離

を評価することで(例えば、目標値から

15%や20%)、どの程度注力すべきかを

測定するのではなく、他のすべての国の

これまでの動向と照らし合わせて、今後

求められる注力がそれより低い/同程度/
やや高い/かなり高い/前例のないレベ

ル、のどれに該当するかに基づいて行っ

た。

この手法の利点は、例えば就学率の上昇

は前進を示す一方、NEET率では低下が

前進を意味する等、尺度が異なる場合や

変化の方向性が異なる場合もあるために

本来は比較が不可能な指標も普遍的に比

較できる点にある。さらに、SDG目標達成

のために各国に求められる前進の速度を

考察対象とし、過去20年間の各国の実績

と比較した。この分析によって、これまでの

傾向と比較することで各国に求められる活

動の加速化が妥当か、非現実的かを判断

することができる。

さらに、財政制約下でも、この分析によ

り、特に思春期の女の子にとって目標

達成までの距離が最も大きく緊急性の

ある問題や部門に投資するよう政府に

働きかけることができる。 

SDG目標達成への
進捗評価
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分析には、本報告書で前述した通

り、思春期の女の子のウェルビー

イングに概念的な関連性があるこ

と、また、大部分の国の動向を示
す十分なデータ(つまり、2000年～

2022年の間で最低1回以上の観

測値)113が存在することからSDG
指標を採用した。計48の子ども関

連SDG指標のうち16がこれら条

件を満たした。

図26は、データの存在する他国と比

較し、16の指標ごとにSDG目標達成

に必要な注力レベルについて各国を

パーセンタイルで分類した114。以下に

示す通り:

ϐ オレンジ: 求められる注力は、これま

での最高レベルを上回る(つまり、過

去20年間でどの国も達したことのな

いレベル)

ϐ 金: かなり高い注力が求められる(つ
まり、目標達成に向けて世界各国で

これまでに見られた変化量のパーセ

ンタイルが小さい方から80位よりも

高い)

ϐ 青: やや高い注力が求められる(つま

り、目標達成に向けて世界各国でこ

れまでに見られた変化量のパーセン

タイルが下から60位より高く、80位

以下)

ϐ 紺: 同程度の注力が求められる(つま

り、目標達成に向けて世界各国でこ

れまでに見られた変化量のパーセン

タイルが下から40位より高く、60位以

下)

ϐ 水色: 低い注力努力が求められる(つま

り、目標達成に向けて世界各国でこれ

までに見られた変化量のパーセンタイ

ルが20位より高く、40位以下)

さらに、任意の指標についてSDG目標を達

成した国は、当該指標がターコイズ色で示

され、指標を測定するデータがない国は、

当該指標が濃い灰色で示されている。任

意の指標について目標がない場合は、薄

い灰色で示される115。
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出典: 2025年2月時点でData Warehouseから取得したUNICEF global databaseを用いた執筆者による計算

図26は、16のSDG目標達成に向けて

思春期の女の子のために各国に求めら

れる注力レベルを分析した結果を示して

いる。

データが存在する国の中で16の指標すべ

てで目標を達成した国はなく、少なくとも6つ

の指標で目標を達成したのはラトビアのみ

であることが、ここから読み取れる。つま

り、思春期の女の子のウェルビーイングに

重点を置いた注力の強化の必要性が明ら

かになった。ただし、たとえ他国との比較で

求められる注力レベルがやや高い/かなり

高くても、大部分の国ではどの指標につい

ても前進は可能である。

個々の指標に着目すると、国レベルで
最も前進が認められたのは、SDG 
3.1.2: 15～19歳の思春期の女の子の

出産時に、熟練した助産師が立ち会っ
た割合であり、次いでSDG 3.7.2: 思春

期の出産率(15～19歳の思春期の女

の子1,000人当たりの出産数)であっ

た。

熟練した助産師の立ち会いに関するデータ

がある188カ国中134カ国はすでに熟練し

た助産師の立ち会いに関するSDG目標を

達成している。
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2030アジェンダの期限まで5年を切った今、思春期の女の子のウェルビーイングの柱となる重要な16のSDG目標の半分すら

達成している国はない。
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だが、これは、今後注力する必要がないと

いう意味ではなく、財源や人材の投入は今

後も必要であり、サハラ以南のアフリカ諸国

等、子どもの人口増加率が高い国では特

に、この成果を維持するために必要であ

る。この指標についてデータが存在する他

の国のほぼすべてが、これまでに見られた

変化量よりもはるかに高い変化量を達成す

るための注力が求められている。SDG 
3.7.2の目標を達成した国は71カ国と少な

いが、目標未達成の国では同様に、達成に

かなり高い注力が求められている。

SDG 5.3.1(18歳未満で結婚した20～24歳

のユース女性の割合)については、楽観視

は許されない状況だ。

児童婚の撲滅というSDG目標を達成

した国はなく、2030年までの目標達

成には16カ国が前例のない前進を求

められている。

そして、データのある他の大部分の国が、

かなり高い注力レベルを求められている。

目標達成のために他国と同程度かそれ以

下の努力で済むのは、わずか16カ国であ

る。

すべての指標に対して求められる相対的

な注力（つまり、他国との比較）という観点

から各国の全体的な状況を分析すると、

計画に沿って組織的な進展を遂げている

国々を図26から特定することができる。

図26(続き)
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ラトビアに加え、チェコ・ポーランド・ルワンダ・

セルビア・トンガ等は、16の指標のうち5つの

指標ですでにSDG目標を達成しており、比較

的成績が良好である。だが、残りの目標の達

成には、他国と比較して、かなり高い～同程

度の注力が求められる。一方、アフガニスタ

ン・中央アフリカ共和国・マリ・ソマリア等は、

データの存在する全指標に対し、かなり高い

注力(一部の指標では前例のない注力)が求

められている。

なお、図26は、各国がどの指標に対する

SDGデータを持っていないか(濃い灰色)も明

らかにしている。SDG 5.3.2(15～19歳の思

春期の女の子で、FGMの施術を受けた者の

割合)116を除き、データ上、国ごとのの差が最

も大きいのは、初等・中等教育での数的能力

と読解力の習熟度であった(SDG 4.1.1)。

こうしたデータのない国々では、思春期

の女の子・男の子が就学を通じて学びを

得ているかどうかを判断することはでき

ない。

図26(続き)

不
就
学
率
(高
等
教
育
)

目
標
達
成

低
い
注
力

や
や
高
い
注
力

同
程
度
の
注
力

読
解
能
力
(中
等
教
育
)

目
標

な
し

デ
ー

タ
な

し

熟
練
し
た
助
産
師

思
春
期
の
出
産
率
(15
−1
9歳
)

児
童
婚

母
体
死
亡
率

FG
M

修
了
率
(初
等
教
育
)

修
了
率
(中
等
教
育
)

修
了
率
(高
等
教
育
)

前
例
の
な
い
注
力

不
就
学
率
(初
等
教
育
)

不
就
学
率
(中
等
教
育
)

数
的
能
力
(初
等
教
育
)

か
な
り
高
い
注
力

数
的
能
力
(中
等
教
育
)

読
解
能
力
(初
等
教
育
)

NE
ET
率

 カタール
アメリカ

リトアニア
アルメニア

セントビンセント・グレナディーン
トルクメニスタン

チリ
クロアチア
ポルトガル

北マケドニア
チェコ

スウェーデン
バーレーン

パレスチナ国
スロベニア

ヨルダン
アイルランド
デンマーク

カザフスタン
アルジェリア

南アフリカ共和国
シンガポール

スリランカ
エストニア
ハンガリー

マルタ
セントクリストファー・ネイビス

スペイン
アンティグア・バーブーダ

ウズベキスタン
カナダ

ベルギー
ロシア

オーストリア
スイス

ポーランド
キプロス

モザンビーク
イギリス
ルワンダ

モンセラット
ラトビア
セルビア
アンドラ

日本
中国

ベラルーシ
ボスニア・ヘルツェゴビナ

ノルウェー

オーストラリア
アンギラ

モルディブ
韓国

イギリス領ヴァージン諸島
リヒテンシュタイン



60 女の子をめぐる環境はどう変化したか

思春期の若者を対象とした特定のSDGs達成に向けた進捗に見られるジェンダー格差と注力に関する国別評価

これまで思春期の女の子と男の子に対する取り組みは同じように進捗してきた
訳ではない

図26では、思春期の女の子を対象とし

たSDG目標達成のために各国に求め

られる注力レベルに焦点を置いている

が、該当する指標(つまり、男女別に細

分化できる指標)について思春期の女

の子と男の子のための、これまでの前

進と求められる注力を国ごとに比較す

る上でも役立つ。図27、28に示した分

析から、思春期の女の子と男の子のた

めにこれまで各国でなされた前進の速

度およびSDG目標達成のために今後

求められる注力に違いがあるかがわか

る。ジェンダー差が認められる場合、特

にSDG目標達成に求められる注力レベ

ルが女の子と男の子で異なる場合は、

各国が最も取り残されている集団を「引

き上げること」に特化した対策を考えるこ

とが必要になる場合もあり、その際は取

り組みや投資レベルに差別化が求めら

れる。

図27は、NEET率(SDG 8.6.1: 教
育・職業訓練・雇用に就いていない
ユースの割合)削減に向けて2000
年以降に各国が遂げた前進をユー

ス男女別に視覚化したものである。

対角線の下に位置する点は、進捗の

ペースがユース女性の方が高かった

国々を表し、対角線の上に位置する点

は、ユース男性の方が高かった国々を

表している。この図から、ブルガリア・ス

ウェーデン・トーゴ等一部の国では、

ユース男女のNEET率の低下に関して

ジェンダー平等が実現したが、大部分

の国では、進捗がユース男女で等しく

なかったことがわかる。ベリーズ・キリ

バス・ネパール等では、ユース男性の

NEET率の低下がユース女性よりも顕

著であり、一方でグレナダ・セーシェル・

ツバル等では、ユース女性のNEET率

の低下がユース男性よりも目覚まし

かった。

全体的に、大部分の国でNEET率

低下の進捗はこれまでユース女性

の方が好調であった。ユース女性
の方がNEET率が高かったため、

男性との開きをなくすために取り組

みが加速されたことは歓迎すべき

ことだが、ジェンダー平等を実現す

るために、今後も取り組みの加速

化は必要である。

出典: 2025年2月時点でData Warehouseから取得したUNICEF global databaseを用いた執筆者による計算
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NEETに関するSDG 8.6.の目標を達成するために必要な注力レベルの評価結果 (男女別・国別)

思春期の女の子と男の子を対象としたSDG目標達成に必要な注力レベルは国ごとに異なる場合が多い。

図28は、これまでの進捗に見られたユース男女の

差(図27)に基づき、ユース男女に関するデータが

存在する157カ国がNEET率目標を達成するため

に求められる注力レベルにおける男女差を視覚的

に表したものだ。SDG8.6.1には世界共通あるいは

国ごとの目標がないため、2000年以降の各地域で

確認された最良値(最低値)が、当該地域内の各国

の目標値として採用されている。

NEET率目標達成に向けた進捗を、ユース女性

は丸で、ユース男性は三角で表している。丸が三

角よりも右側に位置する場合(つまり、X軸の値が

高い場合)、NEET率目標を達成するために求め

られる注力レベルは、思春期の男の子とユース男

性より思春期の女の子とユース女性の方が高い

ことを意味し、その逆も同様である。円と三角形の

各々の色は、ユース男女のNEET率目標を達成

するために求められる注力レベルを示している。

大多数の国では、ユース男女のNEET率目標

達成のために、かなり高い注力レベルが求め

られている。つまり、進捗の悪い国の多くは、

ユース男女ともに進捗状況が悪いということ

だ。

しかし、求められる注力レベル(かなり高い/高い/
同程度)にかかわらず、大部分の国で依然、女の

子の進捗に遅れがみられる。具体的には、71%
の国(111カ国)で、ユース男性よりユース女性の

NEET率目標達成に求められる注力レベルが高

い。キルギス・メキシコ・タジキスタン・インド等で

はユース男性のNEET率目標達成に求められる

注力レベルは(他の国と)同程度だが、ユース女

性のNEET率目標達成にはかなり高い注力が求

められている。

出典: 2025年2月時点でData Warehouseから取得したUNICEF global databaseを用いた執筆者による計算

目標達成率 同程度の注力 やや高い注力 かなり高い注力 女性 男性
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図28
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一方22％の国(35カ国)では、状況は全く逆

だ: ユース男性のNEET率目標達成には、

ユース女性よりも高い注力レベルが求められ

る。男女で求められる注力が同程度なのは、

わずか11カ国である。

これまでの進捗状況(図27)と目標達成に求め

られる注力レベル(図28)の両方を見ると、こ

れまでの成果が良くても、必ずしもSDG目標

達成に必要な注力レベルが低い訳ではないこ

とがわかる。

図27は、これまでの進捗は女の子の方が大

きいことを示しているのに、図28の通り、多く

の国で、女の子のNEET率目標達成のため

に求められる注力レベルの方が男の子よりも

高い。このことは、大部分の国でNEET率は、

思春期の男の子とユース男性より、思春期の

女の子とユース女性の方が高かったという事

実で説明がつく。思春期の女の子とユース女

性の方が元々NEET率が思春期の男の子と

ユース男性より高かったため、たとえ女の子

の進捗が男の子を上回っている国でも、女の

子が男の子に追いついていない限り、男の子

を上回る速度で彼女たちのNEET率を低下さ

せる必要がある117 。

つまり、これらの結果は、SDG目標達成

に向けたこれまでの進捗と、さらに求めら

れる注力について集まったデータを、集
団を構成する小集団(この場合は思春期

の女の子・ユース女性・思春期の男の
子・ユース男性)ごとにさらに細かく把握

し、明確化していく重要性を浮き彫りにし

ている。

さらに、思春期の女の子と男の子のための

SDG目標を達成しー誰一人取り残さない世界

を実現するためにー今回得られた洞察を活か

して、各国が出発点の違いとこれまでの進

捗、今後求められる注力レベルを踏まえたプ

ロジェクトを設計できる可能性も示している。
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女の子のゴール: 
思春期の女の子に
対する世界の公約
を実現する

GIRL GOALS
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それらの提言は、共同で執筆に当たっ

た各団体・女の子自身・各国政府・他

の多国間組織・民間部門・活動の最前

線で数多くの変化を推進してきた女の

子と女性の権利団体を含む市民社会

との間に築かれた緊密な協力と連携

によって得た情報を基に作成された。

提言は、私たちの生きる世界が抱える

財政上の制約と経済的現実など、思

春期の女の子が今日世界で直面する

経済の動向と状況の変化も念頭に置

きながら、行動を起こすことが、権利に

基づく視点から最も重要であるだけで

なく、なぜ政策立案者とすべての人々

 

北京行動綱領で女の子に公約を
掲げてから30年が経過した。その

間、変化はすすんできたものの、

今なお多くの女の子が世界中で悲

惨な状況下に置かれている。だ

が、変化の波を社会変革につなげ
ることは可能である。

本報告書は、進捗・課題・目標達成ま

での距離を把握するだけでなく、思春

期の女の子のための行動を加速して

計り知れない可能性を引き出し、社会・

経済全体に恩恵をもたらす主な政策提

言を結論としてまとめている。

 

のためになるかに焦点を置いてい

る。

また、緊急性の高い様々な問題

が立ち並び、速やかな資金調達

と対処が、交差性のはざまで行

われていないなか、どうすれば

思春期の女の子が抱える大きな

格差に実行可能な形で取り組む

ことができるか、証明することも

提言は目指している。

行動の加速化に向けた

主な政策提言

GIRL GOALS   

「各国政府は、女の子のエンパワーメン

ト・プログラムへの投資を強化し、女の子

の能力・権利・リーダーシップ・起業家精

神・安全を向上するための取り組みを支

援すべきです。すべての女の子にとって

よりよい未来を築く上で、皆さまの支援

は不可欠です」

- Menghorng (18歳、カンボジア)   
GGLAG
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思春期の女の子のための行動
を優先する理由は?  

▶

本報告書で紹介したデータは、思春期の

女の子に対象を絞った投資を行わなけれ

ば、今を生きる、あるいは将来を担う子ど

もと世界中の人びとのための目標を国際

社会や各国政府が達成することはできな

いことを明示している。社会が妊産婦死

亡ゼロ・HIV感染ゼロ・児童婚の阻止・そ

の他思春期の女の子に影響する様々な

問題の解決を望むのであれば、重点的な

行動が求められる。それは、30年前の北

京行動綱領と10年前のSDGsで掲げられ

た公約を達成するための前提条件とな

る。

▶

思春期の女の子という集団には、十分な

支援がないために発揮できていない大き

な可能性がある。彼女たちへの投資が、

子ども・コミュニティ・経済に多大な恩恵を

もたらすことは証拠がはっきりと示してい

る。例えば、2040年までに思春期の女の

子に重点的に投資することで、アフリカ諸

国は2兆4,000億ドルの追加収入を創出

できる可能性がある118。Oxford大学・

Cape Town大学・ユニセフの共同調査

は、思春期の女の子を対象とした測定可

能な実証済みプログラムの1つに投資す

ることで、10代の妊娠・児童婚・性暴力・

就学年数の延長・労働市場の生産性向

上等、様々なSDGにわたって4倍強の投

資効果がもたらされること実証している
119。思春期の女の子の中等教育に投資

すると、女の子の将来の収入は最大20%
増加し、国の経済成長につながる120。

思春期の女の子の権利への投資が人口構

造の変化 - 現在を生きる子どもに影響を与

えるメガトレンドの大きな流れの1つ - に与

える影響も極めて大きく、各国の社会福祉

費の削減につながる。それにより、各国は

子ども1人あたりへの投資を増やし、医療・

教育・他の制度やサービスの質を向上でき

る。

▶

思春期は、政府や他の組織が投資を行い

効果を上げる「(乳幼児期に次ぐ)第2の絶

好機」121であるという確かな裏付けがあ

る。思春期は、子どもが生物学的変化(脳
の発達から第二次性徴期まで)と社会的

変化(仲間の重要性が非常に高まる)を経

験しながら、HIVや妊産婦の死亡をめぐる

リスクから児童婚、学業を継続してコミュ

ニティの活動を主導する可能性まで、新た

な脆弱性に直面し、また可能性を広げて

いく期間である。技術革新であれ気候変

動であれ、子どもは変化の激しい世界で

活躍できる力を身につけていかなければ

ならず、思春期はそのための極めて重要

な期間である。

思春期の女の子のための緊急
の行動を実際にどう追求できる
か:

1
思春期の女の子の声・提唱活動・活動へ

の支援を、すぐに実行可能な形に具体化

する

世界中で、女の子は自身の生活に必要と

考える変化を求めて正々堂々と意見を述

べ、実現しようとしており、それは気候危機

への対応に求められるリーダーシップから

性暴力、児童婚等多岐にわたる。50万人

超の思春期の女の子・男の子・ユースを対

象に実施した女の子の権利に関する大規

模な世論調査などで、彼女たちは、その可

能性を発揮するのに何が役立つかを、自

分たちの優先事項とともに、明確に、力強

く訴えてきた122。彼女たちの政策上の優先

事項は、大規模な効果が見込める行動に

ついて証拠が示す内容と同じである。つま

り、職業技能や金融リテラシー等の実用的

なスキルに加え、身体に関する教育を含

めた教育機会への投資である。また、授業

や経済的支援等、親に対する支援も最優

先事項とされた。自分たちの現実の生活・

優先事項・ニーズ・自身と仲間が直面して

いる問題に対処する際に何が役立つかに

ついて、彼女たちの知識は、国・コミュニ

ティ・学校・家庭の各レベルで大きな意味を

持つ。
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女の子の知見を盛り込んだ政策決定プロ

セスが求められており、彼女たちの提唱

活動だけでなく、彼女たちの声を届け、そ

の案と行動を形にする力を持つ組織への

支援とリソースの提供も必要である。これ

は、女の子に正規の公務員・政治家・他

の専門家になることを求めたり、彼女たち

の意見を他のどんな意見よりも優先すべ

きだと主張するものではなく、思春期の女

の子は他の社会的・経済的に弱い立場に

ある集団とともに、様々なツールや手法を

活用して、社会変革や政策決定に貢献す

ることができるという意味である。例えば、

それぞれのコミュニティでの直接行動/協
議/フォーカス・グループ・ディスカッショ

ン、学校レベルの評議会、省レベルの諮

問グループ、大規模な世論調査やアン

ケート等で実際に政策プロセスに参加す

る等の形がある。

2
見えない存在として二の次にされることが

あまりにも多い思春期の女の子のための

活動で著しい成果を出すために、明確な

目標を設定する

世界経済の逼迫・移り変わる社会の脆弱

性・紛争・気候変動を背景にユース男性の

間にジェンダー不平等的な態度が見られ

るのは、憂慮すべき傾向である(家庭内で

のジェンダー役割や暴力に関連したもの

等)123。この状況下で、私たちは貧困との

闘いに加え、あらゆる人にとって有害で、

変化への構造的障壁となる、負のジェン

ダー規範(児童婚や暴力等)に挑むという

二重の取り組みが求められる。社会保護と

経済的エンパワーメントへの投資や、より

多くの思春期の女の子に成人後働くため

のスキルを身につけさせることは、すべて

重要であり、こうした規範により結局は害を

被る男性と男の子と協力することもまた重

要である。デジタル、より広義のSTEMスキ

ルに関するジェンダー格差は、今日の女の

子の権利の向上を脅かすものである。経

済・社会的な効果を上げ、前進を続けるた

めには、特にSTEM(デジタル技術を含む)
における女の子への教育・スキル・訓練の

格差の解消に焦点を絞る必要がある。

進展の見られない厄介な問題には特別な

注意が必要である：例えば、妊産婦死亡と

貧血には、特に前進が停滞している地域

では団結して取り組む必要がある。低・中・

高所得の状況下で得た経験から、国・準国

レベルの追跡調査や実施計画等、変える

のが困難な問題でも、データに基づく説明

責任体制があると変化を起こしやすくなる

ことがわかっている。

これらの目標を確固たる決意を以て追求

し、進捗を追跡するつもりであるなら、良質

なデータと証拠への投資が鍵となる。測定

する項目で、女性と女の子の経験は一括り

にして測定される場合が多いが、思春期の

女の子には特有の経験とニーズがあ

る。10～14歳の女の子と、社会的・経済的

に最も脆弱な女の子に関するデータの欠

如が特に目立つ。

3
投資効果を社会・経済へも広げるため

に、賢くリソースを投入する

各国政府は、思春期の女の子への投資

がもたらす効果を他にも波及させることが

できる。だが、今ある能力の活用が多く求

められる財政的制約下では、リソースを可

能な限り賢く投入する必要があることは明

らかである。証拠と経験に基づき、その例

を以下に挙げる:

ϐ 複数のSDGを目指すプログラムを対象

に、その中で、思春期の女の子が直面

している格差が最も大きく、かつ早急な

対応が必要な分野に投資すること(例え

ば、女の子の支援を目的とした教育、

スキル、現金給付、経済的エンパワー

メントに投資することで、複数のSDGs
全体の達成に向けた行動を加速化させ

ることができる) 124。

ϐ 小規模なプロジェクトへの個別投資を控

え、すでに存在するプログラムや制度

の中で思春期の女の子のための支援

を行うことで、制度レベルの大規模な変

革につながる投資をすること。既存の

制度・プログラム基盤・人材を土台に主

要プロジェクトを行う場合は、大々的な

支援ではなく、追加支援の形で広げて

いくことができる。例えば、既存の妊婦

診療所を活用すれば、思春期の母親に

対する鉄分と葉酸の提供や栄養指導

への紹介を確実に実施することができ

る。
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他にも、学校の保健・栄養・WASHを

結びつけたプログラムに投資すること

で、女の子の月経のニーズに応える形

も一例である。

ϐ 対象を絞った行動、そして車輪を新た

に考案するのではなく、適した車輪に

調整すること。思春期の女の子が主

要サービスにおいて子どもとも女性と

も見なされず、見えない存在として二

の次にされる(結果、多くの場合、彼女

たちの特定のニーズへの対応に特化

した小規模なプロジェクトでしか扱わ

れない)状況を脱し、対象を絞った行

動を彼女たちのために十分な規模で

実施する必要がある。これは、思春期

の女の子だけを対象として大規模に

実施できる可能性の低い、新規のプロ

グラムや制度を指すのではなく、むし

ろ、女の子のニーズにもっと対応でき

るように既存の制度を微調整あるい

は適応させることを意味する。それは

例えば、コミュニティの保健員や助産

師を対象とした女の子と思春期の母

親の保健ニーズに関する追加のモ

ジュール研修を実施する、カリキュラ

ム改訂に向けた現行の計画に参加し

て、意欲的な女の子と男の子のロー

ルモデルが確実にSTEMの中心的な

学習内容に平等に盛り込まれるよう

にする、そしてコーディングとSTEMに

ついて平等な立場で女の子に向き合

い指導するための、放課後クラブの

サンプル教材を追加する、等の形が

ある。

ϐ 分断された縦割り業務から、大規模な

証拠に基づく解決へと移行するため、

連携を強化すること。それには、各省

庁・民間部門・開発パートナー・市民

社会の全体的な連携の強化が求めら

れる。また、可能であれば、思春期の

女の子のための活動拡大という共通

ビジョンの下で共同出資が見込める

機関も参加するべきである。

思春期の女の子の声と活動への支

援、彼女たちが求める成果に向けた

明確な目標、そして大きな変化を実現

した実績のある解決策への賢明な投

資があれば、私たちは女の子ととも

に、そして女の子のために世界を変え

ることができる。過去30年間に女の子

の権利のために少しずつ行われてき

た取り組みを土台に、こうした重点的

な注力が行われれば、女の子・家族・

コミュニティ・経済全体に変革をもたら

すだろう。行動を起こすために必要な

ものは揃った。今こそその時である。
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116 FGMに関する国レベルの国際比較可能なデータ
は、FGMの施術が広く行われていることが確認さ

れているアフリカ・アジア・中東の31カ国で入手可

能である。

117 上述の通り、NEET率に関するこの分析はあくまで
もわかりやすく示すことを目的としている。図26が

示す大部分の男女別指標では、これまでの前進が

男の子より女の子の方が大きいと、ここでは女の子

のために求められる今後の注力レベルは男の子よ

り低いことになる。
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